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添付資料１ 

 

民間規格等作成団体の審議に係る説明 

 

件 名 [WES 9801:2024 特定認定高度保安実施者による保安検
査基準（コンビナート等保安規則関係）] 

① 案件の要望者 日本溶接協会 圧力設備サステナブル保安部会 

(部会長 出光興産 石崎) 

 

② 民間規格等作成団体の
承認日 

 

日本溶接協会理事会 2024年 6月 12日承認 

別添１_第 39期第 1回理事会議事録参照 

民間規格としての規格発行 ; 2024年 7月 1日 

③ 民間規格等作成団体に
おける議決の状況 

1) 日本溶接協会 圧力設備サステナブル保安部会 規格原
案作成委員会審議 

2024年 3月 13日、委員数 11名賛成（総人数 12名、1

名欠席） 欠席者からの事前コメントはなし 

別添２_第４回_規格原案作成委員会 議事録参照 

2) 日本溶接協会規格委員会審議 

・2024年 6月 5日 委員数 31名賛成（総人数 31名） 

 別添３_第 39-1回_規格委員会_議事録案参照。 

④ 民間規格等作成団体で
提出された主な意見及
びその意見への対応概
要 

・主な意見及びその意見への対応については別添４の項
目３参照 

別添４_別添４_WES9801 特定認定高度保安実施者に
よる保安検査基準について 

・委員会での議論は議事録参照 

別添５_第１回_規格原案作成委員会 議事録 

別添６_第２回_規格原案作成委員会 議事録 

別添７_第３回_規格原案作成委員会 議事録 

別添１_第４回_規格原案作成委員会 議事録 

別添８_第５回_規格原案作成委員会 議事録案 

⑤ 関係技術基準等への適
合性に関する説明 

関係技術基準などへの適合について別添参照 

別添９_WES 9801制定の趣旨 

別添１０-１_技術上の基準に対する保安検査方法の設定 

別添１０-２_WES9801と KHKSの比較 

別添１１_規格体系 

⑥ 制定・改定等に係る意
見公募の結果及びその
意見への対応概要 

・日本溶接協会の規定に従い、日本溶接協会のホームペ
ージでパブリックコメントを実施した。同ホームペー
ジ経由で寄せられたコメントはなし。 
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期間：2024（令和 6）年 3 月 19 日（火）～2024

（令和 6）年 4 月 17 日（水）［30 日間］ 

ホームページ：日本溶接協会―規格委員会―パブリッ
クコメント 

・日本溶接協会内の部会および委員会の審議結果、１つ
の部会および１つの委員会から寄せられたコメントに
ついては対応済 

別添１２_パブリックコメント意見募集要領 

別添１３_パブリックコメント意見募集結果 

別添１４_コメント票_WES 9801(規格委員会)_回答 

別添１５_コメント票_WES 9801(ガス溶断部会)_回答 

⑦ 定期的改定に関する事
項 

・圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成委員会 委
員会規則 第１７条に 5年以内に改定されない場合は、
廃止とすることを明記。 

別添１６_圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成
委員会 委員会規則 

・規格原案作成委員会は、委員を通年で委嘱して継続し
て改定見直しができる体制としており、次年度改定版発
行に向けた作業にも着手している。 

別添１７_第 1回規格原案作成WG打ち合わせメモ 

⑧ 審議記録の保存に関す
る事項 

圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成委員会 委員
会規則 第１３条 第７項に永久保存と明記している。 

別添１６_圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成
委員会 委員会規則 

⑨ 技術的な事項の問い合
わせへの対応 

圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成委員会 問い
合わせ対応要領を作成し、ホームページ（日本溶接協会
―圧力設備サステナブル保安部会―規格のお問い合わせ
など）に公開している。 

但し 2024年 7月 1日付発行の新しい規格であり、まだ問
い合わせはない。 

別添１８_圧力設備サステナブル保安部会規格原案作成
委員会 問い合わせ対応要領 

⑩ その他、特記事項 なし 
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添付資料２ 

 

提出時に民間規格等作成団体の規則を挿入 

 

以下、規則類を別添 

 

別添１６_圧力設備サステナブル保安部会 規格原案作成委員会 委員会規則 

別添１８_圧力設備サステナブル保安部会 規格原案作成委員会 問い合わせ対応要領 

別添１９_圧力設備サステナブル保安部会 規格原案作成委員会 不服申立て対応要領 
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添付資料３ 

民間規格等作成団体 規格原案作成員会 委員名簿（順不同、敬称略） 

 

[2024年 7月 1日制定日(審議開始からの変更なし)] 

規格原案作成委員会 

委員区分 委員名 所属 

委員長 南 二三吉 大阪大学 

副委員長 小川 武史 青山学院大学 

委員 保坂 由文 神奈川県庁 

委員 増子 敏昭 ENEOS株式会社 

委員 萩 誠 コスモ石油株式会社 

委員 小倉 剛 出光興産株式会社 

委員 多田 年孝 日本製鋼所Ｍ＆Ｅ株式会社 

委員 松久 弘典 非破壊検査株式会社 

委員 隆 賢治 株式会社 IHIプラント 

委員 岡村 博行 徳機株式会社 

委員 高橋 淳 日揮グローバル株式会社 

委員 中野 正大 株式会社 高田工業所 

 

規格原案作成ワーキング 

 委員区分 メンバー名 所属 

主査 増子 敏昭 ENEOS株式会社 

委員 福田 健彦 ENEOS株式会社 

委員 吉井 清英 コスモ石油株式会社 

委員 鈴木 晴記 コスモ石油株式会社 

委員 服部 龍明 昭和四日市石油株式会社 

委員 小倉 剛 出光興産株式会社 

委員 鈴木 哲平 出光興産株式会社 

委員 高橋 淳 日揮グローバル株式会社 

委員 大原 良友 大原技術士事務所 
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添付資料４ 

概要説明資料挿入 

 

 

別添４_WES9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準について 
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添付資料５ 

審査対象となる民間規格を含む詳細説明資料挿入 

 

民間規格の説明については、別添９及び１０参照 

別添９_WES 9801制定の趣旨 

別添１０-１_技術上の基準に対する保安検査方法の設定 

別添１０-２_WES9801と KHKSの比較 

規格については、別添２０及び２１参照 

別添２０_WES 9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準（コンビナート等保
安規則関係） 

別添２１_WES 9802 圧力設備の維持管理基準 
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添付資料６ 

自己審査書 

 

技術評価の要件 

（附属書１および民間規格評価機関の要件
2. (3)⑥より） 

確認内容 

1. 審査対象となる技術基準類が附属書１
に記載された要件を満たしているか。 

※附属書１に対する差異事項がある場
合はその説明をすること。 

附属書１の通り、要件は満たしている。 

2. 技術基準で要求される性能との項目上
の対応が取れていること。 

項目上の対応は取れている。 

別添９_ WES 9801制定の趣旨 

別添１０-１_技術上の基準に対する保安
検査方法の設定 

別添１０-２_WES9801と KHKSの比較 

3. 検査を行うに当たって必要な技術的事
項について、検査項目毎に、具体的な
手法や仕様が示されていること。 

既に広く活用されている規格類に沿ったも
のであり、いずれも具体的な手法や仕様は
明確になっている。 

別添９_ WES 9801制定の趣旨 

別添１０-１_技術上の基準に対する保安
検査方法の設定 

別添１０-２_WES9801と KHKSの比較 

別添２０_WES 9801 特定認定高度保安
実施者による保安検査基準（コ
ンビナート等保安規則関係） 

別添２１_WES 9802 圧力設備の維持管
理基準 

4. 評価を行う民間規格等の規定内容が明
確かつ実現可能で、規格体系として成
立するものであるか。 

国際的に広く活用されている API/ASME

規格並びにこれに代替対応し得る国内規格
を基礎母体として構成されており、規格体
系として問題なく成立する。 

別添１１_規格体系 

5. 関連する技術の動向及び最新知見を参
照し、考慮しているか。 

基礎母体となる規格は現時点で最新知見に
基づいた規格である。 

別添１１_規格体系 
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第 39 期 第 1 回 定例理事会議事録 

一般社団法人 日本溶接協会 

 
1. 日 時 2024 年 6 月 12 日(水) 16:15～16:40 

2. 場 所 東京ガーデンパレス 平安 

3. 出席者 青山会長［代表理事］、伊藤副会長、福田副会長、 

廣瀬会務担当理事［業務執行理事］、小池会務担当理事［業務執行理事］、 

池谷啓司、金子裕良、篠﨑賢二、高橋邦夫、坪井竜介、藤井英俊、藤本光生、 

南二三吉、森本慶樹、山岡弘人、水沼専務理事［業務執行理事］ 出席 16 名 

才田一幸、長堀正幸、各監事 

オブザーバ：粟飯原周二、粉川博之、佃淳一 

事務局:金子、隅田、木口、作道、川添、内海 

4. 議事 

第 39 期会長が選任されるまで、水沼理事が議長を務めることについて承認された。 

初めに、2024 年度定時総会が無事終了し、全ての議案が承認されたことを報告した。 

 

4.1 理事会の成立確認の件 

水沼理事から、次の説明があった。 

本日開催した 2024 年度定時総会において、第 39 期(2024・2025 年度)の理事 23 名、監事 3 名が

選任された。選任された理事と監事からは、全員就任の承諾を得ている。 

第 39 期第 1 回理事会は、出席者 16 名で理事現在数 23 名の過半数となり、定足数を満たしてい

る旨、報告があった。この報告に基づき水沼理事は、本理事会の成立を宣言した。 

 

4.2 第 39 期会長・副会長・会務担当理事・専務理事の選任、議長序列の件 ＜承 認＞ 

2024 年度定時総会で選任された理事 23 名の中から、会長・副会長・会務担当理事・専務理事の

選任、議長順序の審議を行った。 

水沼理事から審議依頼の結果、全員一致をもって、異議なく下表のとおり承認した。 

定款・細則上の役職 
議長順序・ 

法令上の位置付け 
理事氏名 所属・役職 

会長 代表理事 青山 和浩 東京大学 工学系研究科人工物工学研究センター 教授 

副会長 議長代行順位 1 伊藤 栄作 三菱重工業(株) 常務執行役員 CTO 兼 CoCSO 

副会長 議長代行順位 2 福田 和久 日本製鉄(株) 代表取締役副社長 技術開発本部長 

会務担当理事(総務) 業務執行理事 * 廣瀬 明夫 大阪大学 名誉教授 

会務担当理事(財務) 業務執行理事 * 小池 英夫 小池酸素工業(株) 代表取締役社長 

専務理事 
業務執行理事 * 

議長代行順位 3 
水沼 渉 (一社)日本溶接協会 

*法人法上の業務執行理事は、定款第 20 条(2)4 により、専務理事及び会務担当理事もって 

同法第 91 条第 1 項第 2 号の業務執行理事としている。 

 

青山理事、伊藤理事、福田理事、廣瀬理事、小池理事、水沼理事は、就任を承諾しており、定款

第 32 条により、青山会長が議長となった。 

 

4.3 理事会の議事録署名者確認の件 

定款第 34 条第 2 項により、議事録署名者がこの後に選定される第 39 期会長、才田監事、長堀監

事であることを確認した。 

 

4.4 第 38 期第 10 回定例理事会議事録の承認の件 ＜承 認＞ 

事前送付した議事録(案)について、異議なく承認した。 

 

4.5 第 39 期 理事会の議を得て会長が委嘱する部会長・委員長等の件 ＜承 認＞ 

水沼専務理事から、部会長および委員長(案)について説明があった。 

なお、設備技術規格評価委員会については、国の認可が遅れているため、認可され次第委員長と

して委嘱することの説明があった。 

また、ガス溶断部会については、資料中「長堀正幸」となっているが、正しくは「小池英夫」で

あることを確認した。 

別添１
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青山会長から、第 39 期理事会の議を得て会長が委嘱する部会長、委員長等について審議依頼が

あり、協議の結果、異議なくこれを承認した。 

 

4.6 第 39 期 顧問・参与・技術アドバイザー委嘱の件 ＜承 認＞ 

水沼専務理事から、次の説明があった。 

顧問・参与・技術アドバイザーに関する規則に準じて、第 38 期の顧問 6 名、技術アドバイザー

32 名を継続して委嘱する。また、新たに顧問 1 名(粉川博之氏)を追加する。 

青山会長から、第 39 期 顧問・参与・技術アドバイザー委嘱について審議依頼があり、協議の結

果、異議なくこれを承認した。 

 

4.7 日本溶接協会規格(WES) 制定他の件 ＜承 認＞ 

水沼専務理事から、次の制定 2 件、正誤表 1 件について説明があった。 

【制定】2 件 

①WES 9801(仮)「特定認定高度保安実施者による保安検査基準(コンビナート等保安規則関係）」 

制定理由：圧力設備は、従来の設計規格を中心とした安全確保の考え方から、供用中の設備

を安全管理に基づき最大活用し、国際競争力を確保していく維持管理最適化技術

へと大きくシフトしており、そのニーズに応えるべく API、ASME などを国内に

体系的に取り込んで活用するため。 

②WES 9802(仮)「圧力設備の維持管理基準」 

制定理由：上記 WES 9801(仮)の制定理由に同じ。 

【正誤表】1 件 

①WES 1111:2014「疲労亀裂伝播試験方法」 

修正理由：誤記、および記号の説明不足などが認められたため。 

青山会長から、日本溶接協会規格(WES)制定 2 件、正誤表 1 件について、意見等ある場合は 6 月

19 日までに事務局へ連絡をもらうこととし、連絡がない場合は承認することとした。 

 

4.8 日本溶接会議(JIW)の件 ＜承 認＞ 

JIW の案件について、理事会で承認を得てから JIW 理事会で追認をすることとした。 

 

(1)日本溶接会議(JIW) 2024･2025 年度理事・監事の選任 

水沼専務理事から、次の説明があった。 

日本溶接会議(JIW)の理事・監事は、当協会の理事・監事がその任に当たることが「日本溶接

会議 規約」で規定されているため、当協会の理事が兼任する。 

なお、JIW の副理事長は当協会 副会長と溶接学会 会長の 3 名以内で構成することになってお

り、溶接学会 会長である田中学理事が、JIW の副理事長となる。 

青山会長から、日本溶接会議(JIW) 2024･2025 年度理事・監事について審議依頼があり、協議

の結果、異議なくこれを承認した。 

 

4.9 その他 

(1)理事会日程の件 ＜報 告＞ 

水沼専務理事から、2024・2025 年定例理事会の日程について下表のとおり説明があった。 

 

2024 年 

9 月度 9 月 25 日(水) 15：00～17：00 溶接会館 

12 月度 12 月 18 日(水) 

15：00～17：00 溶接会館又は外部会場 理事会 

17：00～17：30       同      JIW 理事会 

18：00～20：00       同      懇親会 

 

2025 年 

2 月度 2 月 26 日(水) 15：00～17：30 溶接会館 

3 月度※ 3 月 26 日(水) 15：00～17：00 溶接会館 

5 月度 5 月 21 日(水) 
14：30～16：45 溶接会館 理事会 

16：45～17：30   同  JIW 理事会 
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6 月度 6 月 11 日(水) 
14：00～16：00 東京ガーデンパレス｢高千穂｣ 定時総会 

16：00～16：30     同    ｢平安｣  理事会 

※3 月度の理事会は予算(案)に修正があった際を想定(書面審議の場合あり) 

 

4.10 他学協会等からの協賛方等依頼の件 ＜承 認＞ 

青山会長から、他学協会等からの協賛方等依頼 2 件について審議依頼があり、協議の結果、異議な

くこれを承認した。 

学協会等名 タ イ ト ル 開催月日 会場･地区 

①(公社)全国工業高等学校長協

会 

2024 年度夏期講習会 

「ここがポイント！ 

溶接の効果的指導方法講

座」 

2024 年 7 月 30 日 
岡山工業高等学校 

(岡山市) 

2024 年 8 月 1 日 

ダイヘン大宮 FA センタ

ー 

(さいたま市) 

2024 年 8 月 7 日 
宮崎県工業技術センター 

(宮崎市) 

②(一社)エレクトロニクス実装

学会 
実装フェスタ関西 2024 

2024 年 7 月 4～5

日 

パナソニックリゾート大

阪 

(吹田市) 

 

4.11 当協会主催の講習会・試験等の件 ＜承 認＞ 

青山会長から、当協会主催の講習会・試験等 1 件について審議依頼があり、協議の結果、異議なくこ

れを承認した。 

企 画 タイトル 開催月日 会場・地区 

①特殊材料溶接研究委員会 

溶接トラブル事例に学ぶ 

ステンレス鋼の有効活用

と信頼性確保－設計者の

ための溶接管理技術－ 

2024 年 8 月 8 日 
溶接会館(千代田区) 

WEB 開催併用 

 

以上の議事録を証するため、議長及び議事録署名者が記名押印する。 

 

 

2024 年 6 月 12 日 

議 長  青 山 和 浩 

署名者  才 田 一 幸 

署名者  長 堀 正 幸 
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第 39-1 回 規格委員会 合同委員会 議事録 

（ISO/TC 44 及び IEC/TC 26 国内審議委員会／JIW 標準化委員会） 

 

日 時：2024 年 6 月 5 日（水）13:30 ～ 17:00 

場 所：Web 併用会議（WebEx）/ 溶接会館 2 階ホール 

出 席 者：（敬称略，順不同） 

正副委員長：中井(B.V.) 

顧問：平田(阪大) 

幹事：荒谷(ﾚｰｻﾞｯｸｽ)、池庄司(東工大)、池田(阪大)、上野、佐藤(JWES)、大岡(JSNDI)、斉藤(神鋼)、笹口(笹口

技術士事務所)、白旗(都市大)、中島(NSC)、山田(新日設計) 

委員：上本(明星大)、新井(タムラ)、小川、片山(阪大)、岩田(近車)、福島(日酸)、結城(IHI) 

専門委員：松山(SWT)、大原(大原技術士事務所)、仁木(東芝)、北側(阪大) 

参与：中田(METI)、松本(NK)、上瀧(JTS)、前田(JSSA)、佐藤(JAPEIC)、松岡(JPI)、寺下(RTRI) 

WES 説明者：鈴木(出光)、増子(ENEOS)、佐古(JWES) 

事務局：今岡、山出 

以上 36 名 

配布資料：省略［WS-24-000（規格本委員会_議事次第(2024.06.05)）参照］ 

議 事： 

 会議に先立ち、本会議では JWES 競争法コンプライアンス規程に従い、競争法上問題になる恐れのあることを議論

しない、情報交換しない及び合意しないことを宣言した。 

 議事次第（WS-24-000）に基づき、中井副委員長の議事進行により議事に入った。 

1 規格委員会関係 

1.1 前回（2024.2.7）議事録（案）の確認 （WS-24-001） 

 事務局より、前回本委員会の議事録（案）が読み上げられ、一部字句修正の上、承認された。 

1.2 JWES規格委員会 下部委員会報告 

a) 薄板接合技術小委員会（SC 6対応） （WS-24-002） 

 2/21 に開催された委員会の報告があった。次回委員会は、6/24 に開催予定である。 

b) JIS Z 3001-3改正打合せ   （WS-24-003-1, 2） 

 山田幹事より、3/22 及び 5/8 の打合せにおいて、はんだ・微細接合部会及びろう部会からの改正提案に基づき素案

を作成した報告があった。また、事前調査表及び委員構成が承認されたため、公募書類一式を JSA に提出することが

決定された。 

c) JIS Z 3021改正打合せ   （WS-24-004-1, 2） 

 山田幹事より、3/6 及び 5/15 の打合せにおいて、ISO 2553 及び ISO 6947 の定期見直し投票の回答を作成した報告が

あった。次回以降は、JIS Z 3021 の改正素案の審議を開始する予定である。 

1.3 2023年度活動報告案 （WS-24-005） 

 事務局より、2023 年度の委員会開催実績について、工場見学の開催日程及び年度を修正した報告があった。また、

溶接関係規格を第 2 部の“溶接関係規格”に移行したため、それを新たな項に追記した。 

1.4 2023 年度溶接関係規格（会務報告） （WS-24-006） 

 事務局より、2023 年度溶接関係規格について、JIS、WES 及び ISO のそれぞれの制定・改正・廃止の進捗、並びに

定期見直しの回答結果の報告があった。以前のものより分かりやすく表で記載した。 

1.5 第 39期 規格委員会 構成員名簿 （WS-24-007） 

 事務局より、第 39 期（2024 年度・2025 年度）構成員名簿案が紹介され、各部会・委員会からの参加者が確定した

報告があった。また、今回参加した委員等より挨拶があった。 

1.6 WES規格の転載許諾申請に係る内規制定 （WS-24-008-1, 2） 

 事務局より、外部からの WES 規格の転載許諾申請は、規格委員会及び出版委員会が承認を行っているが、内規を確

認すると WES 規格は対象外であることを是正すべく、WES 規格の転載許諾内規案に関する説明があった。また、

WES 規格の図表の転載範囲は、JIS 規格の事例を参考として本体の 1 割程度とする提案があった。 

 以上の説明を受け、内規の制定が承認された。 

別添３
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2 国内規格 

2.1 WES審議 

2.1.1 WESの制定・改正・廃止状況（前回本委員会以降） 

 前回本委員会以降、3/1 に次の WES 規格の改正があった。 

・WES 3004 圧力設備用金属材料のきずの補修（機械） 

・WES 8109 マイクロソルダリング技術要員認証基準（MS） 

・WES 9009-5 追補 1 溶接，熱切断及び関連作業における安全衛生 第 5 部：火災及び爆発（安全） 

2.1.2 パブコメ及び部会・委員会回覧（書）報告・原案審議 

a) WES 9801、特定認定高度保安実施者による保安検査基準 制定（圧力） （WS-24-009-1, 2） 

 圧力設備サステナブル保安部会（説明者：増子氏）より、WES 9801 制定案に対する部会・委員会回覧及びパブリッ

クコメントの結果報告があった。 

 部会・委員会回覧において、賛成 24 件、コメント付き賛成 2 件（7 コメント）、反対 0 件、及び棄権 1 件の投票結

果であった。 

 パブリックコメントは，0 件だった。 

 以上の報告及び審議を受け、6 月開催の理事会に諮り、7 月に制定することが承認された。 

b) WES 9802、圧力設備の維持管理基準 制定（圧力） （WS-24-010-1, 2） 

 圧力設備サステナブル保安部会（説明者：鈴木氏）より、WES 9802 制定案に対する部会・委員会回覧及びパブリッ

クコメントの結果報告があった。 

 部会・委員会回覧において、賛成 25 件、コメント付き賛成 2 件（6 コメント）、反対 0 件、及び棄権 0 件の投票結

果であった。 

 パブリックコメントは、0 件だった。 

 以上の報告及び審議を受け、6 月開催の理事会に諮り、7 月に制定することが承認された。 

c) WES 2031、溶接継手の外観試験方法 廃止（AN） 

d) WES-TR 2032、各種溶接構造物における溶接部外観に関する基準の例 制定（AN） 

 事務局より、6/4 から部会委員会回覧及びパブリックコメントが開始された旨の報告があった。 

2.1.3 WES 5年見直し（2025年度）          （WS-24-011） 

 2025 年度に到来する WES 定期見直しが開始され、WES 9009-3 が締切りまで 1 年を切った。対応方針連絡締め切り

の日付までに対応方針（確認、改正、廃止）及び改正又は廃止の場合、発議書提出予定日を事務局まで報告して欲し

いとのことであった。 

2.1.4 正誤票／訂正票審議 

a) WES 1111:2014、疲労亀裂伝播試験方法（鉄鋼）  （WS-24-012-1～3） 

 鉄鋼部会（説明者：中島幹事）より、WES 1111 正誤票案に対する部会・委員会回覧の結果報告及び訂正票案の内容

について説明があった。 

 部会・委員会回覧において、賛成 24 件、コメント付き賛成 2 件（5 コメント）、反対 0 件、及び棄権 0 件の投票結

果であった。 

 以上の報告及び審議を受け、正誤票を 6 月開催の理事会に諮り、訂正票と同じタイミングで公表することが承認さ

れた。 

2.1.5 WES電子版 下期 JSA販売実績（23/10/1～24/3/29） （WS-24-013） 

 事務局より、2023 年 10 月～2024 年 3 月の期間に JSA ホームページで販売している WES 規格の PDF 版の販売実績

の報告があった。 

2.2 JIS審議 

2.2.1 JISの制定・改正・廃止状況（前回本委員会以降） 

 前回本委員会以降、次の JIS 規格の改正があった。 

・JIS C 9325、抵抗溶接機用電極加圧力計（電溶機）（2024/2/20 公示） 

2.2.2 JIS原案作成委員会（公募案件）     （WS-24-014） 

a) 2022年度区分 D（原案作成期間：2023/1/1～2023/8/31）※8ヶ月 

・JIS C 9300-10:2018 アーク溶接装置－第 10 部：電磁両立性（EMC）要求事項 改正 

 JISC 意見受付公告：2024/5/13、JISC 電気：2024/5/7～ 
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b) 2023年度区分 B（原案作成期間：2023/7/1～2024/2/29）※8ヶ月 

・JIS Z 3136:1999 抵抗スポット及びプロジェクション溶接継手のせん断試験に対する試験片寸法及び試験方法  改正【SC6】 

・JIS Z 3137:1999 抵抗スポット及びプロジェクション溶接継手の十字引張試験に対する試験片寸法及び試験方法  改正【SC6】 

 JSA 提出：2024/2/28 

・JIS Z 3410:2013 溶接管理－任務及び責任 改正【WE】 

 JSA 提出：2024/2/27 

c) 2023年度区分 C（原案作成期間：2023/10/1～2024/5/31）※8ヶ月 

・JIS C 9300-7:2017 アーク溶接装置－第 7 部：トーチ 改正【電溶機】 

 JSA 提出：2024/5/28 

d) 2023年度区分 D（原案作成期間：2024/1/1～2024/8/31）※8ヶ月 

・JIS Z 3224:2010 ニッケル及びニッケル合金被覆アーク溶接棒 改正【溶材】 

 委員会：2024/7 月予定、分科会：2/28、5/23、様式調整：2024/5/30、JWES 回覧：4/10 

2.2.3 JIS原案作成公募スケジュール 

 6/5 現在、2024/9/30 を締め切りとする 2024 年度区分 D（原案作成期間：2025/1/1～2025/8/31）を受付けており、規

格の制定・改正・廃止を実施する場合、完成度を高めた上で、期日までに提出するよう依頼があった。 

2.2.4 JIS 規格委員会内回覧報告 （WS-24-015～-019） 

 次の 5 件の JIS 規格改正素案に対する規格委員会内回覧のコメント及びその対応結果について報告があった。 

・JIS Z 3136 抵抗スポット及びプロジェクション溶接継手のせん断試験に対する試験片寸法及び試験方法（SC6） 

・JIS Z 3137 抵抗スポット及びプロジェクション溶接継手の十字引張試験に対する試験片寸法及び試験方法（SC6） 

・JIS Z 3410 溶接管理－任務及び責任（WE） 

・JIS C 9300-7 アーク溶接装置－第 7 部：トーチ（電溶機） 

・JIS Z 3224 ニッケル及びニッケル合金被覆アーク溶接棒（溶材） 

2.2.5 JIS問合せ対応報告（2024/2/7以降分）  （WS-24-020） 

 事務局より、JWES が取り組む JSA からの JIS への問合せ対応について報告があり、前回本委員会以降、7 件の問合

せが寄せられ、5 件回答した旨の報告があった。 

2.2.6 JSA産業標準予備原案（PD）制度ヒアリング （WS-24-021-1, 2） 

 事務局より、2/15 に開催された JIS 規格の産業標準予備原案（PD）制度に関するヒアリングについて、概要説明及

び JWES での活用状況について報告があった。主な内容は、次の通り。 

 ・PD 制度は、JIS 原案作成期間中に幅広い関係者からコメントを求め、原案作成の参考とする仕組み 

 ・PD 原案は、国際規格の IDT 又は MOD のいずれかで JIS の制定・改正に適用し、機械翻訳したものを使用 

 ・PD 原案の公開期間は、JSA の公募期間と一致する予定で 1 年以内 

 ・JWES では、利害関係者の多い JIS 規格があるが、現時点では検討段階にはない 

2.2.7 JSAグループ 事務所移転（5/1以降）  （WS-24-022） 

 事務局より、JSA グループの事務所が移転された旨の報告があった。新住所は、「東京都港区三田 3-11-28 三田

Avanti」である。 

2.2.8 JWES作成分の JIS規格 JSA認定機関への範囲拡大  （WS-24-023） 

 事務局より、JSA 認定機関分が従来の電気溶接（JIS C）に加え、溶接（JIS Z）が加わる予定である旨の説明があっ

た。JSA の公募制度の利用及び原案作成委員会の動きに変更は無いが、原案を JSA に提出後の公示までの期間が短く

なるとのことであった。また、JSA 認定機関に適用されない JIS 規格は主務大臣が経済産業大臣、且つ強制法規に引用

されてないものに限るとのことであった。説明及び審議の結果、様子を見ながら認定機関の範囲拡大することが承認

された。今後、JSA との契約を更新するとのことであった。 

3 国際規格関連 

3.1 会議報告・予定 

a) ISO/TC 44・IEC/TC 26・IIW関係報告 

 次の提出された各報告書に基づき、各出席者より報告があった。 
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日程 国際会議 場所 報告者 資料番号 

2024/2/12 ISO/TC 44/SC 10/WG 5 

Zoom 

佐藤幹事より報告 WS-24-024 

2/14-15 ISO/TC 44/SC 3 斉藤幹事より報告 WS-24-025 

2/15 ISO/TC 44/SC 10/WG 12 中井副委員長より報告 WS-24-026 

2/20 ISO/TC 44/SC 11/WG 4 佐藤幹事より報告 WS-24-027 

2/22 IIW/C-VI 北側専門委員より報告 WS-24-028 

3/5 ISO/TC 44/SC 14 池庄司幹事より報告 WS-24-064 

3/11 ISO/TC 44/SC 11/WG 4 佐藤幹事より報告 WS-24-029 

3/12 ISO/TC 44/SC 6/WG 3 松山専門委員より報告 WS-24-030 

3/13 ISO/TC 44/SC 10/WG 16 事務局今岡より代読 WS-24-031 

3/18 ISO/TC 44/SC 10/WG 12 中井副委員長より報告 WS-24-032 

3/18 IIW/C-II & C-IX South Korea/Inchon 斉藤幹事より報告 WS-24-033 

3/26-27 IEC/TC 26/WG 1 

Japan/Saitama 事務局今岡より代読 WS-24-034 3/27-28 IEC/TC 26/WG 5 

3/28-29 IEC/TC 26 Plenary 

3/28 IIW/C-18 

Zoom 

事務局山出より報告 WS-24-035 

4/3 IIW/C-6 北側専門委員より報告 WS-24-036 

4/4 ISO/TC 44//WG 5 事務局今岡より代読 WS-24-037 

4/9 ISO/TC 44/SC 11/WG 4 佐藤幹事より報告 WS-24-038 

4/11 ISO/TC 44/SC 10/WG 16 事務局今岡より代読 WS-24-039 

4/15 ISO/TC 44/SC 11/WG 5 
松山専門委員より報告 

WS-24-040 

4/22 ISO/TC 44/SC 6/WG 3 WS-24-041 

4/25 ISO/TC 44/SC 10/WG 12 中井副委員長より報告 WS-24-042 

4/29 ISO/TC 44/SC 11/WG 4 佐藤幹事より報告 WS-24-043 

5/2 ISO/TC 44/SC 10 中井副委員長より報告 WS-24-044 

5/13 ISO/TC 44/SC 6/WG 3 松山専門委員より報告 WS-24-045 

5/16 IEC/TC 26/WG 1 報告無し WS-24-046 

5/21 ISO/TC 44/SC 6 松山専門委員より報告 WS-24-047 

5/21 ISO/TC 44/SC 10/WG 16 事務局今岡より代読 WS-24-048 

5/21 ISO/TC 44/SC 8/WG 8 

Japan/Tokyo 
上野幹事より報告 

WS-24-049 

5/21 ISO/TC 44/SC 8/WG 9 WS-24-050 

5/22-23 ISO/TC 44/SC 8 福島委員より報告 WS-24-051 

5/22 IIW/C-6 
Zoom 

北側専門委員より報告 WS-24-062 

5/23 ISO/TC 44/SC 10/WG 5 佐藤幹事より報告 WS-24-052 

b) ISO/TC 44・IEC/TC 26・IIW関係予定（6/5現在） 

5/27-28 IIW/C-III-B/WG-B6 Japan/Hyogo 榎本、中山、藤本 

6/17 ISO/TC 44/SC 6/WG 3 Zoom 松山、加瀬 

6/18 ISO/TC 44/SC 14 Zoom 池庄司 

6/19 ISO/TC 44/SC 12 Zoom はんだ・微細接合部会より 

6/19 ISO/TC 44/SC 5/WG 2 Webex 不参加 

6/24 ISO/TC 44/SC 3 Zoom 斉藤 

7/7-12 IIW Greece/Rhodes Island 山根、松山、北側、片山、斉藤、山出（事務局） 

9/3 ISO/TC 44/SC 14 Zoom 池庄司 

3.2 その他 ISO/TC関係報告 

 次の提出された報告書に基づき、出席者より報告があった。 

日程 国際会議 場所 報告者 資料番号 

― ISO/TC 269/SC 1/WG 3 Web meeting 寺下参与より報告 WS-24-053 

3.3 国際規格の制定，改正，廃止 

3.3.1 回答を要する ISO/IEC/IIW文書の処理報告 （WS-24-054） 

 6/5 現在、TC 44 で 1 件、SC 3 で 3 件、SC 7 で 1 件、SC 11 で 1 件及び SC 14 で 1 件が未投票であり，投票期限の 1

週間前まで回答を事務局まで送付するよう依頼があった。 

3.3.2 ISO定期見直し依頼の件 （WS-24-055） 

 2024/6/3 締め切りの案件は、すべて投票を完了したとの報告があった。9/2 締め切りの案件では、IIW で 1 件、SC 3

で 2 件、SC 5 で 4 件、SC 8 で 1 件及び SC 10 で 12 件が未投票であり、関係者へ投票期限 1 週間前までの回答依頼が

あった。 

3.3.3 アーク溶接材料の ISO規格（材料）の作成状況 （WS-24-056） 



WS-24-001 
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 事務局より、SC 3 関連 ISO 規格案（溶接材料）の進捗状況の内、ISO 26304、ISO 21952 及び ISO 14343 は DIS 投票

中、並びに ISO 24598 及び ISO 14174 は SR 投票中であった。 

3.3.4 アーク溶接材料の ISO規格（材料以外）の作成状況 （WS-24-057） 

 事務局より、SC 3 関連 ISO 規格案（溶接材料以外）の進捗状況の内、ISO 544 及び ISO 14344 は SR 投票結果が公

表された。 

3.3.5 国際規格の当該期間（2024/2～2024/5）の発行及び廃止       （WS-24-058） 

 ISO/IEC/IIW 規格の発行及び廃止について、発行及び廃止がそれぞれ 10 件であった。 

3.4 ISO・IIW及び他団体主管案件の規格開発等 

3.4.1 ISOと IIW（規格作成Working Unit）の国内審議委員会       （WS-24-059） 

 ISO 及び IIW の国内審議委員会において、IIW/C-III に“固相接合”が追加された。 

3.4.2 IIW（JIW）           （WS-24-060） 

 IIW 内部で規格開発を行っている WU の進捗状況について報告があった。内容に変更がある場合、事務局まで連絡

して欲しいとのことであった。 

3.4.3 他団体主管案件報告（溶接関係）         （WS-24-061） 

 規格委員会が他団体へ派遣している団体の規格開発中の案件について報告があった。内容に変更がある場合、事務

局まで連絡して欲しいとのことであった。 

3.5 令和 6年第 1回 ISO上層委員会報告         （WS-24-06） 

 事務局より、ISO 上層委員会報告について、次の通り説明があった。 

 ・ISO/TC 11（圧力容器・ボイラ）が中国の希望で 1 年を限度に再開され、ISO の改訂可否を検討する。 

 ・EU における EU 指令等の法規に引用されている国際規格の無償提供に関する訴訟は、原告勝訴で無償提供すべし

とされ、現状の規格販売のビジネスモデルを変更すべきとの意見があった。 

4 今後の予定 

 今後の日程の確認が次の通りあった。 

 ・7/25（木）～7/26（金）規格幹事会 

 ・8/20（火）規格幹事会 

 ・9/5（木）規格委員会 

（議事録担当：山出雄介 / 2024 年 6 月 12 日作成） 
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説明内容

1.背景（保安検査概要、規格作成の経緯及び規格体系）

2.WES9802 圧力設備の維持管理基準の概要

3.WES9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要
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説明内容

1.背景（保安検査概要、規格作成の経緯及び規格体系）

2.WES9802 圧力設備の維持管理基準の概要

3.WES9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要



保安検査とは（検査の基準）
高圧ガス保安法（第三十五条）
１．第一種製造者は、高圧ガスの爆発その他災害が発生するおそれがある製造のための施設（特定施設）について、
定期に都道府県知事が行う保安検査を受けなければならない。

２．保安検査は、特定施設が第八条第一号の技術上の基準に適合しているかどうかについて行う。

コンビナート等保安規則 ※経済産業省令
第五条
１．製造施設における法第八条第一号の経済産業省令で定める技術上の基準は、次の各号（1～65号）に掲げるもの
のほか、第九条から第十一条（9、10条：導管）までに定めるところによる。

第三十四条
２．都道府県知事が行う保安検査は、一年（告示で定める施設にあっては、告示で定める期間）に一回行う。

経済産業省令で定める技術上の基準（施設を設置した時の許可基準）に適合
していることを一年に一回確認しなければならない。
基準には、設備の構造だけではなく、設備の設置位置等、様々な基準
（70項目以上）が定められている。

4



技術上の基準：コンビナート等保安規則第五条第一項
各号 内容

1号 境界線・警戒標
2号～8号 保安距離
9号 区分・面積
10号 高圧ガス設備の位置・燃焼熱量数値
11号～13号 設備間距離
14号 火気取扱施設までの距離
15号 ガス設備（高圧ガス設備を除く）の気密構造
16号 ガス設備に使用する材料
17号 高圧ガス設備の耐圧性能
18号 高圧ガス設備の気密性能
19号 高圧ガス設備の強度
20号 温度計，常用の温度の範囲に戻す措置
21号 圧力計，安全装置
22号 安全弁の放出管
23号 基礎
24号 耐震設計構造
25号 内部反応監視装置
26号 危険状態防止措置
27号 緊急遮断装置（特殊反応設備等）
28号 緊急移送設備
29号 可燃性ガスの貯槽であることが容易にわかる措置
30号 削除
31号 貯槽の温度上昇防止措置
32号 貯槽の耐熱・冷却措置
33号 液面計等
34号 負圧防止措置
35号 液化ガスの流出防止措置
36号 防液堤内の設備設置規制
37号 －
38，39号 埋設貯槽
40号 不活性ガス置換構造
41号 毒性ガス配管等の接合
42号 毒性ガス配管の二重管等

各号 内容
43号 貯槽の配管に設けたバルブ
44号 緊急遮断装置（貯槽配管）
45号 バルブ等の操作に係る適切な措置
46号 除外のための措置
47号 静電気除去措置
48号 電気設備の防爆構造
49号 インターロック機構
50号 保安電力等
51号 滞留しない構造
52号 毒性ガスの識別措置・危険標識
53号 ガス漏えい検知警報設備
54号 防消火設備
55号 ベントスタック
56号 フレアースタック
57号 削除
58号 アセチレン容器の破裂板防止
58号の2 車両に固定した三フッ化窒素容器等の破裂防止措置
59号 アセチレン充てん場所等の障壁
60号 圧縮機と充てん場所等の障壁
61号 計器室
62号 保安用不活性ガス
63号 通報措置
64号 貯槽の沈下測定状況
65号イ 境界線・警戒標
65号ロ －
65号ハ，ニ，ホ 保安距離
65号ヘ 直射日光を遮るための措置
65号ト 滞留しない構造
65号チ ジシラン等の自然発火に対し安全な構造
65号リ 除外のための措置
65号ヌ 二階建容器置場構造
65号ル 防消火設備 5



保安検査とは（検査の方法）
コンビナート等保安規則（第三十七条） ※経済産業省令
１．保安検査の方法は、開放、分解その他の各部の損傷、変形及び異常の発生状況を確認するために十分な方法
並びに作動検査その他の機能及び作動の状況を確認するために十分な方法でなければならない。

２．保安検査の方法は告示で定める。
３．ただし、次の各号に掲げる場合はこの限りでない。
①経済産業大臣の認定を受けている者の行う保安検査の方法であって、認定に当たり経済産業大臣が認めた
ものを用いる場合。

②経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法であって、当該基準に応じて適切であると経済産業大臣が
認めたものを用いる場合。

保安検査の方法を定める告示 ※経済産業省告示第八十四号
保安検査の方法は、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるものとする。
四．コンビナート等保安規則の適用 を受ける製造施設
→ 高圧ガス保安協会規格ＫＨＫＳ ０８５０-３ （２０１７）保安検査基準（コンビナート等保安規則関係

認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者の認定について ※経済産業省通達
５．認定の方法
（２）次回検査時期の設定
保安検査の方法のうち、次回検査基準を定める場合には、「高圧ガス設備の供用適性評価に基づく 耐圧性能及び
強度に係る次回検査時期設定基準 ＫＨＫ／ＰＡＪ／ＪＰＣＡ Ｓ ０８５１（２０ ２２）」（以下「次回検査時期設定基準」
という。）によることができる。
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保安検査とは（検査の方法）

保安検査の方法は、経済産業省告示で高圧ガス保安協会規格
（KHKS0850-3 保安検査基準）が指定されている。

認定事業者については、次回検査基準の設定において高圧ガス保安協会
規格（KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく 耐圧性能及び強
度に係る次回検査時期設定基準）を活用することができる。

7



WES 9801_特定認定高度保安実施者（A認定）による保安検査基準の位置づけ

KHKS 0850-3

KHKS 0851
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WES 9801_特定認定高度保安実施者（A認定）による保安検査基準の位置づけ

KHKS 0850-3

KHKS 0851

KHKS 0850-3

KHKS 0851
WES 9801
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保安検査基準作成（WES 9801）方針
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保安検査基準（WES 9801）の作成

• 圧力設備に関する規格として国際的に広く活用されており、国内規格（JIS、JPI等）でも
技術的に参考にしている、API（米国石油協会）規格及びASME（米国機械学会）規
格の維持管理手法をベースに取り入れる。

• API、ASME規格を使用するにあたって、国内法規との整合や地震等日本特有の技術的
要件を定め、保安検査基準を活用するための基盤規格（WES 9802）を合わせて整備
する。

保安検査基準（WES 9801）の運用

• 保安検査基準は、高度な技術力を有するとして特定認定高度保安実施者又は特定認定
事業者の認定を受けた者に使用を限定。

• 本基準を使用する特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者は、高度な自主保安
活動を推進する一環として、保安検査基準の基盤規格（WES 9802）の理解を深める
取り組みを推進する。

• 告示で定めた保安検査基準（KHKS 0850）同様、事業者自らの責任において本基準
を使用する。



制定の趣旨

WES9801特定認定高度保安実施者による保安検査基準

特定認定高度保安実施者（A認定）向け保安検査規格として作成
• KHKS 0850-3をベースに、API（国際的に広く活用されている米国石油協会）規格及び

ASME（米国機械学会）規格の維持管理手法を取り入れる。
• 保安検査の検査項目の中で、圧力設備の検査に係る技術的な検査項目について、その技
術的な根拠、背景、海外規格など民間規格の活用方法に対してWES 9802を適用する。

• 圧力設備の検査に係る技術的な検査項目以外の検査項目については、KHKS 0850-3

を引用して構成する。
WES9802 圧力設備の維持管理基準

API/ASMEの規格群の圧力設備の維持管理方法を、国内の圧力設備にも広く取り入れるられ
るよう体系的に整理した規格

– 石油・化学プロセスの圧力設備の維持管理に関する業界基盤規格であるAPI510, 

API570を骨子として構成し、関連するAPI/ASMEの推奨規格群を引用
– API/ASMEの規格群を国内で適用する場合に、追加及び補足すべき事項、及び適用対
象外とする事項を規定 11



圧力設備の維持管理に関するAPI, ASMEの規格体系
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ポイント： ①法的要件の中でAPI510, API570などの民間基盤規格を引用
②民間基盤規格には、法的要件を満足するための基本的な技術要件を規定し、
さらに詳細な方法には、膨大な推奨規格(Recommended Practice)群を引用

③ユーザーが基本的要件を遵守しながら、推奨規格を参照・引用することで、
最適な維持管理の方法を検討

強制
(必要条件)

法規/OSHA規則
(性能規定)

CODE
(必須/守る義務)

Recommended 
Practice

(許容性を内在)

Practice
(定性的な知識指針)

メーカー推奨基準

各社社内規定/基準

A
N
S
I
認
定
民
間
規
格

(
A
P
I
)

約
1
0
0
0
頁

任意
(十分条件)

州法による
保安確認要求事項

法的要件
例えば
Cal/Osha Title 8 Regulations 

Division 1. Department of Industrial Relations
Chapter 4. Division of Industrial Safety
Subchapter 15. Petroleum Safety Orders--Refining, 
Transportation and Handling

・API 571:(損傷要因)

・API 939C(高温硫化)

・API 941(水素侵食)
・NACE MR0103(SSC)

・NACE SP0472(アルカリSCC)

ほか

・API 572(圧力容器検査)

・API 574(配管検査)

・API 583 (CUI)

・API 580/581 (RBI)

・API 576 (圧力逃がし装置)

・API 584 (IOW)

ほか

・ASME PCC-2:2018(補修)

・ASME PCC1:2019 (フランジ)

ほか

・API 579 (供用適性評価)

ほか

維持管理規格(基盤)

API 510 圧力容器の検査基準
API 570 配管の検査基準

損傷要因規格 検査規格 補修・フランジ規格評価規格

建設時の構造規格
ASME BPVC

ASME B31

要件に合致

強弱のメリハリ

幅広い知識・情報を包括



WES 9801/9802と圧力設備の維持管理に関する規格体系
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WES 9801

特定認定高度保安実施者による
保安検査基準

従来の保安検査基準

・API 571:2020(損傷要因)
・API 939(高温硫化)
・API 941(水素侵食)
ほか

・API 572(圧力容器検査)
・API 574(配管検査)
・API 583 (CUI)
ほか

・ASME PCC-2:2018(補修)
・WES7700:2019 (溶接補修)
・WES8103(溶接管理技術者)
・ASME PCC1:2019 (フランジ)
・JIS B2251:2008(フランジ)
ほか

・API 579:2021(供用適性評価)

・WES2820:2015(供用適性評価)
・KHKS0861/0862:2018(耐震設計)
ほか

建設時の構造規格等

API 510圧力容器の検査基準
API 570 配管の検査基準

※下線はWES9801/9801が直接引用する規格

損傷要因規格 検査規格 補修・フランジ規格評価規格

関係法令

(引用)

引用または本文取込み

(引用)

KHKS0850:2017
（保安検査基準）

高圧ガス特定則
JIS B8265
ほか

要件に合致

WES 9802 圧力設備の維持管理基準

(※関連する国内基準も引用)

基盤規格

推奨規格
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説明内容

1.背景（保安検査概要、規格作成の経緯及び規格体系）

2.WES9802 圧力設備の維持管理基準の概要

3.WES9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要



WES 9802 圧力設備の維持管理基準 趣旨及び基本方針

1. 制定の趣旨
• この規格は，圧力設備の維持管理に関して世界的に広く用いられているAPI及びASMEの規
格群の方法を体系的に整理し、国内の圧力設備の維持管理にも広く取り入れることで、圧力
設備の最適な維持管理を達成することを目的として作成した。

2.基本方針
① 石油・化学プロセスの圧力設備の維持管理に関する業界基盤規格であるAPI 510及び

API570を骨子として作成
② API 510、API 570とその推奨規格群を国内で適用する場合に、 追加補足すべき事項や、

適用対象外とする事項を中心に附属書に規定
– 補足事項の例： 耐震評価基準など、国内により明確で優先すべき基準があるもの
– 例外事項の例： 資格・認証など、制度の違いにより直ちに適用が困難な事項

導入に技術的な調査検討を要する事項 (RBI、一時補修など)
③ 高圧ガス保安法の対象の圧力設備を主な対象としたが，それ以外の圧力設備にも

適用可能な構成とした。
15



規格の構成：WES 9802 圧力設備の維持管理基準

1 適用範囲
2 引用規格
3 用語及び定義
4 資格
5 検査
6 供用適性評価
7 補修
8 気密試験
9 耐圧試験
附属書A（規定）API 510の高圧ガス設備への適用のための補足事項及び例外事項
附属書B（規定）API 570の高圧ガス設備への適用のための補足事項及び例外事項
附属書C（規定）API 579-1 / ASME FFS-1の高圧ガス設備への適用のための補足事項及び例外事項
附属書D（規定）WES 2820の高圧ガス設備への適用のための補足事項及び例外事項

16

・本文は全面的にAPI 510, API570を引用して構成
・引用する際の補足事項及び例外事項を附属書に規定



規格の構成：API 510, API570の概要
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項目 概要
検査機関の責務
<A.2.4 / B.2.4>

・事業者の検査機関の責務・機能の要求
・構成人員（検査員資格含む)、検査機関の監査 他 ※一部適用対象外

検査の手順
<A.2.5/B.2.5>

・検査の種類：内部検査／外部検査／オンストリーム検査
・検査の計画：損傷要因に応じた検査計画 (API 571を引用)

状態監視部位（CML）の設定と検査方法
・耐圧試験 他

検査周期
<A.2.6/B.2.6>

・検査周期の設定方法：内部検査／外部検査／オンストリーム検査
・新規設置時、運転環境変更時の検査周期の設定
・RBIによる検査周期の設定 ※適用対象外
・圧力逃がし装置の検査 ※適用対象外 他

検査結果の評価
<A.2.7/B.2.7>

・腐食速度及び余寿命の算定方法
・最高許容圧力及び必要肉厚の算定方法
・供用適性評価 （API579等を引用)   ※一部適用対象外 他

補修, 設計変更
<A.2.8/B.2.8>

・一時的及び恒久的な補修の方法 (ASME PCC2引用）※一部適用対象外
・溶接時の配慮事項 ※一部適用対象外
・再定格

※<括弧内>はWES9802の箇条



特記事項①：検査周期（内部検査の周期設定方法）

• 内部検査の周期＝機器は12年又は余寿命の1/2の短い方（※従来基準とほぼ同様）
– API510によるが、最長周期についてはAPI510の10年を、現行の高圧ガス設備の最長周期として実績のある12

年に読み替えた
– 余寿命は腐食速度を基に決定

• 新設時、又はサービス変更した場合には、類似機器の肉厚データからの推定腐食速度などを使
用して周期を設定してよい。
– 既存の基準では設置、更新または補修後は、初回の開放検査が必須）

• 一定の条件を満足する場合は、開放検査をオンストリーム検査(開放せずに外面から行う検査)

により代替してもよい
– 腐食速度が低く(0.125mm/y未満)、腐食環境に変化がない、余寿命が長い(12年超)、など

18

内部検査の周期設定方法は、基本形は従来とほぼ同じだが、API規格を引用し、
より柔軟な周期設定の方法を許容する規定とした



特記事項②：評価及び補修

• 供用適性評価
– API510/570をもとに、減肉評価に供用適性評価を適用してよい
– API規格のほか、国内相当規格であるWES規格も引用

• WES 2820 圧力設備の供用適性評価方法-減肉評価
• API 579-1/ASME FFS-1のうち、減肉評価（Part 4、Part 5）

• 補修
– API 510/570で恒久補修に位置付けられる、肉盛補修、はめ板補修を適用してよい
– 具体的な方法として、 ASME規格のほか、国内相当規格であるWES規格も引用

• ASME PCC2 圧力機器及び配管の補修
• WES7700 圧力設備の溶接補修

※ いずれかの手法を適用してよいが、両方を混在して使用しない 19

供用適性評価及び補修の規定は、APIの規定うち一部を適用対象外としたため、
従来基準とほぼ同様。ただし、国内相当規格(WES規格）も引用し、適用可とした



特記事項③：耐圧試験及び気密試験

20

参考規格 耐圧試験の免除に関する規定の内容
API 510

5.8
日常的な検査として耐圧試験は実施しない。
大規模補修 (major repair)及び設計変更(alteration)には耐圧試験が要求される。
その他はASME PCC-2による。

ASME PCC-2

Article 502.2
通常、耐圧試験を要求しない補修範囲
a)耐圧部材を貫通していない溶接又はろう付
b)漏れ止め溶接
c) クラッド（プレートライニング，耐食肉盛など）の施工又はその補修
d)硬化肉盛溶接
e) フランジシート面の補修溶接で，フランジの厚さの50 %未満の深さの溶接
f) 伝熱管－管板のストレングス溶接で，1回の運転期間後の伝熱管取替本数が総伝熱管本数の

10 %未満
g)熱交換器，蒸気発生器及びボイラの伝熱管のプラグ打設，又はスリーブ施工

• 溶接補修後に耐圧試験を免除してもよい条件・範囲について、API510を基に、
ASME PCC2の具体的な規定を引用した（従来は国内独自の基準）

• 気密試験は、ASME PCC2をもとに、脆性破壊防止の観点で低圧での気密試験を
適用可とした（従来規定では常用の圧力で実施）。
また、国内外で適用されている赤外線検知カメラによる漏れ検知方法を追加した



WES9802への採用を保留した事項

① 検査周期の設定方法
• リスクベース検査(RBI)による開放検査周期設定

– RBI を用いることで、より長い検査周期の設定してよい
• 圧力逃がし装置（安全弁）の検査周期

– API510/570では、環境によってはベース周期を最長10年としてよい
• 配管肉厚測定の周期

– API570では、サービスクラスによっては、最長周期10年としてよい
② 供用適性評価

• 減肉以外の評価（クリープ評価、割れ状欠陥評価、水素損傷評価など）
③ 補修

• 応急補修方法（当て板、バンド巻き、非溶接補修など）
④ 検査員の資格

• 国内には該当資格がないため、現状は事業者ごとに設定 （※部会において検討） 21

API規格の規定うち、以下の事項は追加検討を要する等の理由により採用を保留した
（今後の改正WGで、規格への取り込みを詳細検討）
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説明内容

1.背景（保安検査概要、規格作成の経緯及び規格体系）

2.WES9802 圧力設備の維持管理基準の概要

3.WES9801 特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要



3． WES 9801_特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要
（１）制定の趣旨
高圧ガス新認定制度に伴い、特定認定高度保安実施者（A認定）向け保安検査規格として作成。
• KHKS 0850-3をベースに、API（国際的に広く活用されている米国石油協会）規格及びASME

（米国機械学会）規格の維持管理手法を取り入れる。
• 保安検査の検査項目の中で、圧力設備の検査に係る技術的な検査項目について、その技術的な根拠、
背景、海外規格など民間規格の活用方法に対してWES 9802を適用する。

• 圧力設備の検査に係る技術的な検査項目以外の検査項目については、KHKS 0850-3を引用して
構成する。

（２）規格作成において特に対応した事項
• この規格では多くの検査項目でKHKS 0850-3を引用しており、KHKS 0850-3の「I 総則」を本文、
「II 保安検査の方法」を附属書（規定）として規定し、KHKS 0850-3の「II 保安検査の方法」とこの
規格の附属書Aの細分箇条を一致させた。

• この規格は高圧ガス保安法の要求事項を満たすための規格であり、高圧ガス保安法との関連性が強い
ため、箇条3_用語及び定義では、3.1_法令用語と3.2_検査用語に分けて作成し、法令用語は法の
引用条項を明確にし、技術的な用語である検査用語は箇条2_引用規格を参照して作成した。

23



2．WES 9801_特定認定高度保安実施者による保安検査基準の概要
（３）資格

当該規格を活用できる要件として、以下2点を設定した。
• この規格を使用する者は、特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者として認定を受けた者でな
ければならない。

• この規格ではAPI及びASME規格などの海外規格，及び国内規格などを参考にして制定しており､これら
規格の活用､及びその技術的根拠はWES 9802:2024に定めている。よって､この規格を使用する者は､
業界団体などが主催するWES 9802:2024に基づいた圧力設備の維持管理に関する事例の共有､教
育活動､及び技術改善活動に参加し､これら規格の理解を深めなければならない。

24



各号 内容
1号 境界線・警戒標
2号～8号 保安距離
9号 区分・面積
10号 高圧ガス設備の位置・燃焼熱量数値
11号～13号 設備間距離
14号 火気取扱施設までの距離
15号 ガス設備（高圧ガス設備を除く）の気密構造
16号 ガス設備に使用する材料
17号 高圧ガス設備の耐圧性能
18号 高圧ガス設備の気密性能
19号 高圧ガス設備の強度
20号 温度計，常用の温度の範囲に戻す措置
21号 圧力計，安全装置
22号 安全弁の放出管
23号 基礎
24号 耐震設計構造
25号 内部反応監視装置
26号 危険状態防止措置
27号 緊急遮断装置（特殊反応設備等）
28号 緊急移送設備
29号 可燃性ガスの貯槽であることが容易にわかる措置

（４）WES 9801で検討した範囲
検査項目である技術上の基準には、設備の設置位置等、法の基準通りに守られているか確認する項目が
多く、圧力設備の検査に係る技術的な要求事項である、材料、気密性能、耐圧性能・強度について検討した。

KHKS 0850-3を引用（約70項目中、60項目程度）

WES 9801で検討

25



（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
主な変更点を紹介。
①需給停止中の保安検査方法を設定（箇条5）
需給上等の理由で製造設備の使用を停止している場合も1年に1回の保安検査が必要であり、気密性能
を確認するためだけに製造設備を一旦運転状態にして気密試験を実施する必要があった。
運転停止・開始操作に伴うリスク回避のため，使用を停止している製造設備については、1年に1回以下に
ついて確認することで気密性能の確認等の各検査項目に代替できることとした。

・ 窒素などの不活性ガスで保管している場合は、保圧圧力が低下していないことを確認する。
・ 高圧ガス流体を排出した状態で保管している場合は、その保管状態において内部流体の漏えいがないこと
を確認する。
・ その設備に該当する保安検査項目に対し、対象設備に損傷などの異常がないことを目視で確認する。
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（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
②気密試験の方法（A.4.1、A.4.4、及びA.7.1.5）
・ 気密試験に先進技術として活用が進んでいるガス漏れ検知用赤外線（OGI）カメラによる方法を
追加で規定した。
・低圧での漏れ試験方法を適用することで、その後は実流体で段階的に昇圧して気密テストを実施できる
段階法を追加で規定した。なお、低圧での漏れ試験方法は、ASME PCC-2（Repair of Pressure 

Equipment and Piping）の手法を採用した。
ガス漏れ検知用赤外線（OGI）カメラ

黒い影が
ガソリン
蒸気

27



（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
③目視検査、肉厚測定検査の周期（A.4.3）

API 510（Pressure Vessel Inspection Code）、570（Piping Inspection Code）から、
1年に1回から、最長検査周期を設定したうえで予寿命予測の結果で周期を設定できるようにした。
但し、余寿命が4年未満の場合は、余寿命と同じ期間または2年の短い方とする。
また、内部の目視検査の周期にCBM認定（12年超えの検査周期の設定）を反映した。
（KHKS 0851では、肉厚測定はCRが0.2mm/y以下等の場合余寿命の80%又は4年の短い方、
目視検査はCRが0.2mm/y以下等の場合余寿命の80%又は12年の短い方）
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（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
④内部の検査の代替検査（A.4.3.3.3）
内部の検査の代替検査を、その条件が明確に規定されているAPI 510の基準を参考に設定した。
（KHKSでは対象が不明確で、かつ、2回連続で採用不可。）
次の高圧ガス設備は、外部からの適切な検査方法（超音波探傷試験，放射線透過試験など）による
検査によって内部の検査に代替してもよい。
a)配管系
b)特定設備（機器）で物理的に入槽して内部から検査ができない設備
c)特定設備検査規則の制定前に設置された設備
d)内部の検査のための対象設備への立入りが物理的に可能で、かつ、次の全ての条件を満たす場合
1) 減肉速度が0.125 mm/y未満である。
2) 余寿命が12年を超えている。
3) 微量成分を含めた腐食環境が少なくとも4年以上ほぼ同一である。
4) 外部の検査において異常がない。
5) 運転温度が、API 579-1/ASME FFS-1の圧力設備材料のクリープ下限温度を超えない。
6) 取り扱う流体に起因した環境助長割れ、又は水素損傷の対象でない。
7) プレートライニングなど、一体的に結合されていないライニングを有しない。 29



（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
⑤補修後の耐圧試験の免除規定（A.4.3.6）
耐圧試験が免除される溶接補修について、その条件が明確に規定されているASME PCC-2の基準を参考
に設定した。（KHKS 0850-3は溶接量を点数化した6点法、KHKS 0851は公称肉厚の75％以内等）

項 目 基 準

溶接補修の程度

ASME PCC-2:2018 Article 502.2に規定する範囲で、次のいずれかの条件を満たす場合とする。
a) 耐圧部材を貫通していない溶接又はろう付
b) 漏れ止め溶接（シール溶接ともいう。）
c) クラッド（プレートライニング，耐食肉盛など）の施工又はその補修
d) 硬化肉盛溶接
e) フランジシート面の補修溶接で、フランジの厚さの50 %未満の深さの溶接
f)伝熱管－管板のストレングス溶接で、1回の運転期間後の伝熱管取替本数が総伝熱管本数の

10 %未満
g) 熱交換器、蒸気発生器及びボイラの伝熱管のプラグ打設、又はスリーブ施工

溶接補修に用いる基準
次のいずれかの基準による溶接補修とする。
a) WES 7700-1:2019及びWES 7700-2
b) ASME PCC-2

溶接補修要領書の
レビュー

溶接管理技術者を任命し、補修要領のレビュー及び施工結果の確認を行う。溶接管理技術者
はWES 8103の1級資格又は同等以上の能力をもつ者とする。

溶接補修施工の管理 溶接補修要領に従い、WES 8103の2級資格又は同等以上の能力をもつ者の指示監督下で実施
する。

検査 適用する基準及び溶接施工要領書に従って、溶接前及び溶接後に検査を行い健全性を確認する。
30



（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
⑥減肉速度の設定（A.4.3.7）
溶接補修および更新、新設機器の検査周期を決定するための減肉速度を、API 510の基準を参考に
設定した。（KHKS 0850-3は1年以上2年以内、KHKS 0851は4年以内に開放が必要。）
• 溶接補修又は更新を行った設備

溶接補修又は更新を行った設備のうち、次のa)及びb)に該当する場合、補修又は更新前に確認
した減肉速度を用いてもよい。

a)溶接補修又は更新後の材質が、当該損傷要因に対して既設と同等又はそれ以上の性能を有する
b)使用条件に変更がない

• 新設又は運転環境変更を行った設備
新設又は運転環境の変更を行った設備については，次のa)～c)のいずれかの方法によって減肉速度
を決定してもよい。a)～c)の方法で減肉速度を算定が不可能な場合、配管系以外の高圧ガス
設備にあっては供用開始後6か月以内、配管にあっては供用開始後3か月以内に肉厚測定を
実施して減肉速度を算定しなければならない。

a)同一又は同様の運転環境の設備の肉厚データから算定した減肉速度
b)設備に設置した超音波センサで測定した肉厚データから算定した減肉速度
c)同一又は同様サービスの設備の公表データから推定した減肉速度 31



（５）WES 9801で検討した検査項目（KHKSから変更した項目）
⑦余寿命の算定（A.4.3.8）

供用適正評価により余寿命を算定できることとした。なお、供用適正評価の評価手法は、WES 2820に
加え、API 579-1/ASME FFS-1を適用できることとした。
（現行基準では、KHKS 0851（高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る
次回検査時期設定基準）に規定された、WES 2820又はp-M法のみ適用可能。

32



以上
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技術評価書添付資料１ 

1 

 

WES 9801特定認定高度保安実施者による保安検査基準制定の趣旨 

 

近年，産業保安分野において，⾰新的なテクノロジーの進展，保安⼈材の不⾜，電⼒の供給構
造の変化，災害の激甚化及び頻発化，気候変動問題への対応の要請など，様々な環境変化が⽣じ
ており，これらを踏まえ経済産業省ではスマート保安の推進として高圧ガス保安法の整備につ

いて検討されてきた。その一環として従来から運用されてきた認定事業者制度についても見直

しが検討され，2023年 12月に施行された新認定事業者制度の中で，より保安力の高い事業所と
して認定された特定認定高度保安実施者に対して，高圧ガス設備の保安検査に，海外規格などの

民間規格を柔軟に採用できる規格複線化の特例措置１）が設けられた。 

 

この法改正を受け，次の基本方針の下に，この規格を特定認定高度保安実施者による保安検査

規格として定めた。なお，現認定事業者制度の特定認定事業者についてもこの規格を活用するこ

とが可能である。 

 

a) KHKS 0850-3:2017 を基とするとともに，国際的に広く活用されている米国石油協会
（American Petroleum Institute，API）規格及び米国機械学会（American Society of Mechanical 
Engineers，ASME）規格の維持管理手法を取り入れる。 

b) 保安検査における検査項目の中で，圧力設備の検査に係る技術的な検査項目について，その
技術的な根拠，背景，海外規格など民間規格の活用方法に対しては，WES 9802:2024を適用
する。 

c) 圧力設備の検査に係る技術的な検査項目以外の検査項目については，KHKS 0850-3:2017を
引用して構成する。 

 

注 1) コンビナート等保安規則 保安検査等の特例（抜粋） 

第四十九条の七の十三 

５ 前項に規定するもののほか、第一項の保安検査の方法は告示で定める。ただし、次の各号

に掲げる場合はこの限りでない。 

三 特定認定高度保安実施者が、令第十条の二ただし書の規定の適用に係る特定施設について

行う保安検査の方法であつて、その保安検査の方法を適切に評価する能力を有していると経済

産業大臣が認める者が確認したものを用いる場合 

      

別添９



別添１０-１_技術上の基準に対する保安検査方法の設定

技術上の基準に対する保安検査方法の設定
コンビ則技術上の基準条項 検査項目 保安検査方法の設定根拠

第5条第1項第1号（境界線・警戒標） A.1 警戒標等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第2号～第8号（保安距離） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第9号（区分・面積） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第10号（高圧ガス設備の位置・燃焼熱量数値） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第11号～第13号（設備間距離） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第14号（火気取扱施設までの距離） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第15号（ガス設備（高圧ガス設備を除く）の気密構造） A.4.1 ガス設備（高圧ガス設備を除く）の気密構造 WES9801として制定
第5条第1項第16号（ガス設備に使用する材料） A.4.2 ガス設備に使用する材料 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第17号，第19号（高圧ガス設備の耐圧性能及び強度） A.4.3 高圧ガス設備の耐圧性能及び強度 WES9801として制定
第5条第1項第18号（高圧ガス設備の気密性能） A.4.4 高圧ガス設備の気密性能 WES9801として制定

A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用

第5条第1項第22号（安全弁の放出管） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第23号（基礎） A.3 高圧ガス設備の基礎・耐震設計構造等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第24号（耐震設計構造） A.3 高圧ガス設備の基礎・耐震設計構造等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第25号（内部反応監視装置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第26号（危険状態防止措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第27号（緊急遮断装置（特殊反応設備等）） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第28号（緊急移送設備） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第29号（可燃性ガスの貯槽であることが容易にわかる措置） A.1 警戒標等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第30号（削除） － KHKS0850-3を引用
第5条第1項第31号，第32号（貯槽の温度上昇防止措置及び貯槽の耐熱・冷却措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第33号（液面計等） A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第34号（負圧防止措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第35号（液化ガスの流出防止措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第36号（防液堤内の設備設置規制） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第37号（－） － －
第5条第1項第38，39号（埋設貯槽） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第40号（不活性ガス置換構造） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第41号（毒性ガス配管等の接合） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第42号（毒性ガス配管の二重管等） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第43号（貯槽の配管に設けたバルブ） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第44号（緊急遮断装置（貯槽配管）） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第45号（バルブ等の操作に係る適切な措置） A.1 警戒標等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第46号（除外のための措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第47号（静電気除去措置） A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第48号（電気設備の防爆構造） A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第49号（インターロック機構） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第50号（保安電力等） A.5 計装・電気設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第51号（滞留しない構造） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第52号（毒性ガスの識別措置・危険標識） A.1 警戒標等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第53号（ガス漏えい検知警報設備） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第54号（防消火設備） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第55号，第56号（ベントスタック，フレアースタック） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第57号（削除） － －
第5条第1項第58号（アセチレン容器の破裂板防止） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第58号の2（車両に固定した三フッ化窒素容器等の破裂防止措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第59号，第60号（圧縮機とアセチレン・圧縮ガス充てん場所等の障壁） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第61号（計器室） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第62号（保安用不活性ガス） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第63号（通報措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第64号（貯槽の沈下測定状況） A.3 高圧ガス設備の基礎・耐震設計構造等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号イ（境界線・警戒標） A.1 警戒標等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号ロ（－） － －
第5条第1項第65号ハ，ニ，ホ（保安距離） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号ヘ（直射日光を遮るための措置） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号ト（滞留しない構造） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号チ（ジシラン等の自然発火に対し安全な構造） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号リ（除外のための措置） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号ヌ（二階建容器置場構造） A.2 保安距離・施設レイアウト等 KHKS0850-3を引用
第5条第1項第65号ル（防消火設備） A.6 保安・防災設備 KHKS0850-3を引用
第9条第1号，第10条第1号（設置場所） A.7.1.1 設置場所 KHKS0850-3を引用
第9条第2号，第3号（地盤面上・下の導管の設置及び標識） A.7.1.2 地盤面上・下の導管の設置及び標識 KHKS0850-3を引用
第9条第4号，第10条第1号（水中設置） A.7.1.3 水中設置 KHKS0850-3を引用

A.7.1.4 耐圧性能及び強度 WES9801として制定
A.7.1.5 気密性能 WES9801として制定

第9条第6号，第10条第1号（耐圧性能及び強度） A.7.1.4 耐圧性能及び強度 WES9801として制定
第9条第7号（腐食防止措置及び応力吸収措置） A.7.1.6 腐食防止措置及び応力吸収措置 KHKS0850-3を引用
第9条第8号，第10条第1号（温度上昇防止措置） A.7.1.7 温度上昇防止措置 KHKS0850-3を引用
第9条第9号，第10条第1号（圧力上昇防止措置） A.7.1.8 圧力上昇防止措置 KHKS0850-3を引用
第9条第10号，第10条第1号（水分除去措置） A.7.1.9 水分除去措置 KHKS0850-3を引用
第9条第11号（通報措置） A.7.1.10 通報措置 KHKS0850-3を引用
第10条第2号（標識） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第3号（腐食防止措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第4号（材料） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第5号（構造） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第6号（伸縮を吸収する措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第7号，第8号（接合及びフランジ接合部の点検可能措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第9号（溶接） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第10号～第23号（設置状況の確認） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第24号（漏えいガス拡散防止措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第25号，第29号（ガス漏えい検知警報設備（二重管部分を含む。）） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第26号（運転状態を監視する措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第27号（異常事態が発生した場合の警報措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第28号（安全制御装置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第30号（緊急遮断装置等） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第31号（内容物除去措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第32号（感震装置等） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第33号（保安用接地等） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第34号～36号（絶縁） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第37号（落雷による影響回避措置） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第38号（保安電力） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第10条第39号（巡回監視車等） A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管 KHKS0850-3を引用
第11条第2項（コンビナート製造者の連絡用直通電話） A.8 その他 KHKS0850-3を引用

第5条第1項第20号（温度計，常用の温度の範囲に戻す措置）

第5条第1項第21号（圧力計，安全装置）

第9条第5号，第10条第1号（耐圧性能及び強度，気密性能）
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特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

5.保安検査の方法
5.1 一般

－

5.2 経済産業大臣が認めた保安検査の方法
コンビ則第37条第2項第1号及び第3号，第49条の7の13第5項第1号，第54条などの関係条項の規定によって，経済産業大臣が認めた保安
検査方法に基づき実施してもよい。

変更なし
（法の例外規定を追記）

経済産業大臣が認めた保安検査方法を追記した。

5.3 特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者が設定した保安検査の方法
コンビ則第37条第2項第2号又は第49条の7の13第5項第2号の規定により，特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者が設定した保安
検査方法に基づき実施してもよい。

変更なし
（法の例外規定を追記）

特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者が設定した保安検査方を追記した。

5.4 製造設備の冷却の用に供する冷凍設備の保安検査の方法
コンビ則第5条第1項ただし書きの規定によって，冷凍保安規則に規定する技術上の基準によることが可能な製造設備の冷却の用に供する
冷凍設備については，KHKS 0850-4:2017に基づき検査を実施してもよい。

変更なし
（法の例外規定を追記）

冷凍保安規則に規定する技術上の基準によることが可能な製造設備の冷却の用に供する冷凍設備の保安検査方法を
追記した。

5.5 使用を中止している製造設備の保安検査の方法
使用を中止している製造設備（休止設備を除く。）については，窒素などの不活性ガスで保管している場合には保圧圧力が低下していないこ
と，高圧ガス流体を排出した状態で保管している場合にはその保管状態において内部流体の漏えいがないことを確認するとともに，その設
備に該当する検査項目に対し対象設備に損傷などの異常がないことを目視にて確認することで，各検査項目の保安検査に代替してもよい。
この場合，設備の使用を再開する際に，該当する検査項目の検査を実施する。

変更あり
KHKSには規定はなく追
加

WES 9801
生産計画により製造設備の停止期間を計画的に決定できる場合は法で定められた休止手続きを実施することで運転を再
開する前に保安検査を行うことにより毎年の保安検査が免除することができるが、一方、需給上等の理由で予め停止期
間が未確定のケースでは休止手続きを行うことができず、停止期間が1年を超える前に保安検査のために製造設備を運
転状態にして気密試験を実施するなど，非定常作業に伴うリスクが発生している。このリスクを回避するため，使用を停止
している製造設備の保安検査方法を規定した。
なお、コンビ則第３４条第３項では休止手続きを実施した製造設備の保安検査は再び使用するときまでは行わないものと
されているが、1年に１回の保安検査は実施することとし、その代替検査方法として規定した。
また、休止手続きと同様に設備の使用を再開する際に該当する検査項目の検査を実施することとした。

KHKS
KHKS 0850-3,0851には同様の規定なし。

附属書A　保安検査の方法（規定） － －

A.1.警戒標 等 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.2.保安距離・施設レイアウト 等 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.3.高圧ガス設備の基礎・耐震設計構造 等 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.4.1 ガス設備（高圧ガス設備を除く。）の気密構造
可燃性ガス，毒性ガス及び酸素のガス設備（高圧ガス設備及び空気取入口を除く。）については，1年に1回，運転状態又は運転を停止した
状態において，運転圧力以上の圧力で気密試験を実施し，漏えいがないことを確認する。
漏えいがないことを確認する方法は，JIS Z 2330が規定する漏れ試験方法（発泡漏れ試験，圧力変化による漏れ試験など），ガス漏えい検知
器，又はガス漏れ検知用赤外線（OGI）カメラのいずれかの方法による。

変更あり
KHKSには規定はなく追
加

WES 9801
既に多くの事業所で活用が進んでいる、先進技術（ガス漏れ検知用赤外線（OGI）カメラ）を保安検査基準に反映した。ま
た、発泡試験は発泡液の発泡性能等を定めたJIS Z2330が規定する方法とした。

KHKS
KHKS 0850-3,0851には規定なし。

A.4.2 ガス設備に使用する材料 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.4.3. 高圧ガス設備の耐圧性能及び強度 － －

A.4.3.1.一般
高圧ガス設備の耐圧性能及び強度に係る検査は，次のa)～c)の要件を満たし，A.4.3.2，A.4.3.3及びA.4.3.4，又はA.4.3.5に示した方法により，
耐圧性能及び強度を満足することを確認する。
a)高圧ガス設備の減肉，劣化損傷などの損傷要因を整理把握する。なお，損傷要因の種類及び発生条件などはAPI RP 571:2020による。

変更あり
KHKS 0850-3に規定あり

WES 9801
API 510 5.4項、API 570 5.4項に基づき、減肉、割れ及び材料劣化等の損傷要因の抽出にAPI RP 571を適用した。API RP
571は、石油学会の維持規格等の国内規格のベースとなっている規格であり、より多くの技術情報を参考に出来るように
した。

KHKS
KHKS 0850では、減肉、割れ及び材料劣化等の損傷要因の抽出にKHKS 0851の附属書4を参考にできると規定されてい
る。

b) 検査の実施者は，特定認定高度保安実施者又は特定認定事業者が個別に定めた資格を有している。 変更あり
KHKS 0851に規定あり

WES 9801
API 510 4.4項、API ,570 4.2項に基づき、目視検査員等の公的資格のない検査員についても資格要件を規定した。
今後業界として資格制度の検討を進めるが、当面は各事業所で資格要件を定めることにした。

KHKS
KHKS 0850-3では、公的資格のない検査員に対する資格要件は規定されていない。
KHKS 0851では、7.4項で実務経験3年以上と規定している。

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表
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特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表

c) 配管は，配管附属品を含めた相互に連結された配管系に分類し，配管系ごとに検査する。
なお，次に示す設備は，A.4.3の対象外とする。
・二重殻構造の貯槽
・メンブレン式貯槽
・エチレンプラントの低温又は超低温アルミ熱交換器
・空気液化分離装置のコールドボックス内機器
・外部が不活性な断熱材で覆われ，窒素などの不活性ガスにてシールされている高圧ガス設備，又はこれと同等（例えば真空断熱）の高圧
ガス設備であって，当該高圧ガスなどによる化学作用によって変化しない材料を使用している機器

変更あり
KHKS 0850-3,KHKS
0851に規定あり

WES 9801
API 570 5.13項に基づき、配管系での管理について規定した。
なお、API579では圧力容器に直結された弁も含め配管系として管理する。また、保安検査項目となっている緊急遮断弁や
安全弁以外にも、高差圧の逆止弁等重要弁についても管理を推奨しており、各事業所で重要弁を定めて管理を行ってい
る。

KHKS
KHKS 0850-3では、4.3.1項及び4.3.4 a) 1)項において、弁類は配管系で管理するが圧力容器に直結された弁については
配管系から除外され個別管理と規定されている。

A.4.3.2 肉厚測定
肉厚測定は，次のa)～c)による。
a)高圧ガス設備が強度上十分な肉厚を有していることを確認するため，表A.1に示す周期で肉厚測定を行う。ただし，余寿命が4年未満の場
合には，次のうち短い方による。
－余寿命と同じ期間
－2年

変更あり
KHKS 0850-3,KHKS
0851に規定あり

WES 9801
肉厚測定検査周期を、圧力容器はAPI 510 6.5.1項、配管はAPI 570 6.3.3項に基づき設定した。なお、最長検査周期につ
いては、日本の定修間隔（連続運転期間）に合わせて一律4年とした。

KHKS
KHKS 0850-3では、毎年と規定されている。
KHKS 0851では、5.2.1項に余寿命の0.8（CR.0.2mm/y＆ばらつき小）または0.5、最長4年と規定されている。

b)次の1)，2)及び3)に示す設備の検査周期については，表A.1によらず各項による。
1)過去の実績，経験などによって内部の減肉のおそれがないと判断可能な動機器については，分解点検及び整備のための開放時期の目視
検査で異常が認められたときに肉厚測定を行う。
2)腐食性のない高圧ガスを取り扱う設備については，外部の目視検査で減肉が認められたときに肉厚測定を行う。ただし，フレキシブル
チューブ，ベローズ形伸縮管継手及びエロージョンによる減肉が発生するおそれがあるものを除く。
注記）腐食性のない高圧ガスを取り扱う設備とは，次に掲げる設備で，不純物，水分の混入などによる腐食及びエロージョン，又は劣化損傷
が生じないよう管理している設備をいう。
・液化石油ガス受入基地の低温の液化石油ガス設備
・液化天然ガス受入基地の高圧ガス設備
・腐食性のない不活性ガス設備
・フレキシブルチューブ及びベローズ形伸縮管継手

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

※A.4.3.1 一般 c)と同じ
圧力容器に直結された弁も配管系として管理する様規定した。

3)砂詰め方式の地下埋設貯槽については，KHKS 0850-3:2017の4.3.4のa)の3)による。 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

c)フレキシブルチューブ及びベローズ形伸縮管継手のうち，構造，材質などによって肉厚測定の実施が困難なものについては，同様の腐食
環境の配管系などで腐食による異常が生じていないことを確認した場合，肉厚測定は不要とする。
ただし，エロージョンによる減肉が発生するおそれがあるものを除く。
注記）肉厚測定の実施が困難なフレキシブルチューブ及びベローズ形伸縮管継手の例として，ブレードで覆われた薄肉のベローズ部を有す
るもの，ゴム，樹脂，金属などによる多層構造のものなどがある。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.3.3 内部の検査
A.4.3.3.1 内部の目視検査
内部の目視検査は，次のa)～d)による。
a)内部の目視検査は，直接目視又はファイバスコープ，工業用カメラ，拡大鏡などの検査器具類，又はこれらを組み合わせて行う。
ただし，腐食性のない高圧ガスを取り扱う設備は，内部の目視検査は不要とする。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

 b)内部の目視検査の周期は，表A.2による。
ただし，余寿命が4年未満の場合には，次のうち短い方による。

 －余寿命と同じ期間
 －2年

変更あり
KHKS 0850-3,KHKS
0851に規定あり

WES 9801
圧力容器はAPI 510 6.5.1項、配管はAPI 570 6.3.3項に基づき内部検査周期を設定した。
なお、最長検査周期はAPIでは圧力容器は10年、配管はリスクに応じ最長5年から10年と規定されているが、日本の実績
（定修間隔4年）から圧力容器を12年、配管を4年とした。なお、APIではシェル＆チューブ式熱交換器のチューブは非耐圧
部材としているが、APIとJISの設計思想の違いによりチューブを耐圧部材として管理し、検査周期はこれまでの実績から
余寿命の0.8または最長検査周期12年とした。

KHKS
KHKS 0850-3では、4.3.4項の表2に基本３年と規定されている。
KHKS 0851では、5.1.2項に余寿命の0.8（CR.0.2mm/y＆ばらつき小）または0.5、最長12年と規定している。

変更あり
CBM認定制度を反映

WES 9801
特定認定高度保安実施者および特定認定事業者向けのCBM認定制度を反映した。

変更あり ※A.4.3.1 一般 c)と同じ
圧力容器に直結された弁も配管系として管理する様規定した。

c)次の1)及び2)に示す設備の検査周期については，表A.2によらず1)及び2)による。
1)CBM認定を取得している設備は，その認定に基づき，12年超えの検査周期を設定してもよい。
2)動機器は，分解点検及び整備のための開放時期に行う。



別添１０-２_WES9801とKHKSの比較

特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表

d)余寿命は，A.4.3.7で定義する減肉速度を用いて，A.4.3.8により算定する。なお，溶接補修，更新を行った設備及び新設した設備の周期は，
それぞれA.4.3.7.2及びA.4.3.7.3の方法による減肉速度を用いて，A.4.3.8により算定する。

変更あり
KHKS 0850-3,KHKS
0851に規定あり

WES 9801
API 510 7.1項（減肉速度）、7.2項（余寿命の計算）、API 570 7.1項（減肉速度）、7.2項（余寿命の計算）に基づき、検査周
期を設定するための余寿命の算出方法を規定した。なお、補修を実施した設備及び新設設備についても、これら算出した
余寿命又は最長検査周期で検査周期を設定する。

KHKS
KHKS 0850-3では、余寿命の算出方法の規定なし。また、更新や新設設備については4.3.4項の表2の通り完成検査を受
けたもは1年以上2年以内、肉盛り補修（6点超）を行ったものは4.3.5項b)の通り同じく1年以上2年以内に検査を行うと規定
されている。
KHKS 0851では、6.4.4項に補修を行った場合の余寿命算出方法を規定しているが、6.4.6 b)項により補修後4年以内に開
放検査を行うと規定している。

A.4.3.3.2 内部の非破壊検査
内部の非破壊検査は，次のa)～c)による。
a)減肉以外の損傷要因のある設備に対しては，非破壊検査（磁気探傷試験，浸透探傷試験，超音波探傷試験，放射線透過試験，渦電流探
傷試験など）を，次の1)又は2)の短い方の期間で行う。ただし，動機器は，次の1)及び2)によらず，分解点検及び整備のための開放時期に行
う。
1)対象の劣化損傷と使用環境からAPI RP 571:2020などを参考に設定した期間
2)A.4.3.3.1のb)に定める期間

変更あり ※A.4.3.1 一般 c)と同じ
圧力容器に直結された弁も配管系として管理する様規定した。

※A.4.3.1 一般 a)と同じ
減肉、割れ及び材料劣化等の損傷要因の抽出をAPI RP 571(THIRD EDITION, MARCH 2020版)を参考に行うようにした。

b)非破壊検査方法は，劣化損傷に対して適切なものを用いる。 変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

c)非破壊検査箇所は，使用環境及び目視検査の結果を考慮の上選定する。 変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.3.3.3 内部の検査の代替検査
次の高圧ガス設備は，外部からの適切な検査方法（超音波探傷試験，放射線透過試験など）による検査によって，A.4.3.3.1及びA.4.3.3.2に定
める内部の検査に代替してもよい。
a)配管系
b)特定設備検査規則の機能性基準の運用について（平成28年10月3日 20160920商局第4号）の別添1特定設備の技術基準の解釈第45条第
1項（1）～（5）又は同別添7第二種特定設備の技術基準の解釈第45条第1項（1）～（5）までに掲げる特定設備
c)特定設備検査規則の制定前に設置された設備であるが，現在の特定設備検査規則に照らして同等の設備
d)内部の検査のための対象設備への立入りが物理的に可能で，かつ，次の全ての条件を満たす場合
1)減肉速度が0.125 mm/y未満である。
2)余寿命が12年を超えている。
3)微量成分を含めた腐食環境が，少なくとも4年以上ほぼ同一である。
4)外部の検査において異常がない。
5)運転温度が，API 579-1/ASME FFS-1:2021の圧力設備材料のクリープ下限温度を超えない。
6)取り扱う流体に起因した環境助長割れ，又は水素損傷の対象でない。
7)プレートライニングなど，一体的に結合されていないライニングを有しない。

変更あり
KHKS 0850-3に規定あり

WES 9801
API 510 6.5.2項の規定に基づき、内部検査を外部からの検査で代替えする条件を規定した。

KHKS
KHKS0850-3では、附属書Dに内部検査を外部からの検査で代替えすることはできる設備について規定あり。
なお、D.3 b) 1)項に代替え検査は連続して適用できないと規定している。

 A.4.3.4外部の検査
A.4.3.4.1 外部の目視検査
外部の目視検査は，次のa)～e)による。
a)高圧ガス設備の外部については，外面腐食，被覆材下の外面腐食の可能性がある耐火材又は断熱材などの外装材の剥がれ，破損など
がないことを，1年に1回目視により確認する。
b)配管の支持構造物について，目視により，ハンガの割れ又は損傷，スプリングサポートの設定値外れ，サポートシューの脱落，その他拘束
又は周辺障害物との干渉などがないことを確認する。
c)ダミーサポート，スタンションサポートなどの支持構造物内部に，雨水などが浸入する状態になっていないことを確認する。

変更あり
KHKS 0850-3に規定あり

WES 9801
API 510 6.4項及びAPI ,570 6.4項の規定に基づき、外部の検査を外面腐食と支持構造物も含め変形等の外観に分けて規
定した。なお、検査周期は機器は5年、配管はリスクに応じて5～10年となっているが、これまでの実績を加味（地域性を考
慮）し1年とした。

KHKS
KHKS 0850-3では、4.3.3 b) 1)項で外部の目視検査を1年に1回行うと規定している。

d)フレキシブルチューブ及びベローズ形伸縮管継手については，次の1)及び2)について1年に1回目視により確認する。
1)設置状況が適切に維持されていることを確認する。

 注記設置状況については，製造業者の条件，JIS B 2352，JLPA 209など製作時の基準を参考に確認する。
2)充塡枝管，充塡ホース類に取り付け及び取り外しを行う箇所に用いられるフレキシブルチューブ及びベローズ形伸縮管継手については，次
の2.1)及び2.2)も実施する。
2.1)金属製の場合，ブレード部の破損及びブレード部と継手部との接続部の割れ又は膨れなどの異常がないことを確認する。
2.2)ゴム，樹脂製の場合，補強層の露出，外層の亀裂又は膨れ，折れ，つぶれ，金属部との接続部の割れ又は膨れなどの異常がないことを
確認する。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

e)砂詰め方式の地下埋設貯槽の外部の目視検査については，KHKS 0850-3:2017の4.3.3のb)の2)による。 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.4.3.4.2 外部の非破壊検査
外部に減肉以外の損傷要因のある設備に対しては，A.4.3.3.2に準じて非破壊検査を行う。

変更あり ※A.4.3.1 一般 a)と同じ
減肉、割れ及び材料劣化等の損傷要因の抽出をAPI RP 571(THIRD EDITION, MARCH 2020版)を参考に行うようにした。
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特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表

 A.4.3.5耐圧性能及び強度の検査の代替方法
A.4.3.5.1 検査を行うことが困難な箇所を有する高圧ガス設備
設備の大きさ，形状，構造（二重管，ジャケット構造など），他の設備との接合状況（溶接接合など）などによって，内部及び外部のいずれから
も検査を行うことが困難な箇所を有する設備については，当該設備に接続されている同等の腐食及び劣化損傷が発生するおそれのある環
境下の複数の検査箇所の検査結果をもとに，当該箇所に腐食及び劣化損傷がないことを確認する。
注記）内部及び外部のいずれからも検査を行うことが困難な箇所とは，例えばフルジャケット構造の二重管式熱交換器の内管部などである。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.3.5.2 内部の検査及び肉厚測定が困難な高圧ガス設備
A.4.3.2及びA.4.3.3の適用が困難な高圧ガス設備については，1年に1回耐圧試験を行うことで，A.4.3.2及びA.4.3.3の検査に代替してもよい。な
お，耐圧試験は，設備及び試験の安全性を十分に配慮して行う。
注記）耐圧試験は，水などの安全な液体を使用して常用の圧力の1.5倍（第2種特定設備は1.3倍）以上の圧力で行う。ただし，液体の使用が
不可能な場合，空気又は窒素などの気体を使用して常用の圧力の1.25倍（第2種特定設備は1.1倍）以上の圧力で行う。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

 A.4.3.6耐圧試験
A.4.3.6.1 溶接補修を行った場合の耐圧試験の適用等について
表A.3に示す耐圧試験が免除される溶接補修を除き，溶接補修を行った場合には耐圧試験を行う。

変更あり
KHKS 0850-3、
KHKS0851に規定あり

WES 9801
ASME PCC-2 Article 502.2.4項の規定に基づき、耐圧試験を免除できる条件を規定した。

KHKS
KHKS0850-3では、4.3.5 b)項に6点法による免除規定あり。具体的には、肉盛り量を点数化した指標で必要肉厚以上のも
のを対象に、6点まで耐圧試験を免除できる。
KHKS0851では、附属書15に耐圧試験の免除規定あり。具体的には、炭素鋼、オーステナイト系ステンレス鋼、高張力鋼
について、公称肉厚の75％（最少肉厚、炭素鋼2.5mm、ステンレス鋼1.5mm）までの肉盛り補修について耐圧試験を免除
できる。

A.4.3.6.2 耐圧試験時の安全措置
水などの安全な液体を使用して耐圧試験を実施する場合，耐圧試験時重量に対して法規で要求される耐震性能を満足しなければならない。
耐震性能を満足しない場合，当該施設が万一地震で倒壊しても，二次的に周辺施設に危害が生じないような安全措置を講じなければならな
い。

変更あり
KHKSには規定はなく追
加

WES 9801
API510 5.8.5項の規定に基づき、液体による耐圧試験における耐震性能の確認を規定した。

KHKS
KHKS0850-3,0851には規定なし。

 A.4.3.7減肉速度の設定
A.4.3.7.1 既存の高圧ガス設備
高圧ガス設備の減肉速度は，式(A.1)及び式(A.2)による減肉速度のうち，それまでの腐食環境の変化や運転経歴などを踏まえて，現在の腐
食の状態を最もよく示した方を減肉速度として採用する。また,これらに代えて最小二乗法によって求めた減肉速度を採用してもよい。その場
合には，解析に用いたデータを保管しなければならない。

変更あり
KHKS 0851に規定あり

WES 9801
API510 7.1項及びAPI ,570 7.1項の規定に基づき減肉速度の算出方法を規定した。
具体的には、短期と長期の減肉速度から適切なものを選定し、最小二乗法も活用できるとした。

KHKS
KHKS 0850-3には規定なし。
KHKS 0851では3.3.2項に規定があり、短期と最小二乗法から適切なものを選定すると規定している。

A.4.3.7.2 溶接補修又は更新を行った設備
溶接補修又は更新を行った設備のうち，次のa)及びb)に該当する場合，補修又は更新前に確認した減肉速度を用いてもよい。
a)溶接補修又は更新後の材質が，当該損傷要因に対して，既設と同等又はそれ以上の防食性能を有する設備
b)使用条件に変更がない設備

変更あり
KHKS 0851に規定あり

WES 9801
API510 7.1.1項及びAPI ,570 7.4項の規定に基づき、肉盛り補修または設備更新後の減肉速度の算出方法を規定した。

KHKS
KHKS 0850-3には規定なし。
KHKS 0851では、6.4.3 b)項で肉盛り補修前の減肉速度で算定すると規定している。
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特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表

A.4.3.7.3 新設又は運転環境変更を行った設備
新設又は運転環境の変更を行った設備については，次のa)～c)のいずれかの方法によって減肉速度を決定してもよい。a)～c)の方法で減肉
速度を算定が不可能な場合，配管系以外の高圧ガス設備にあっては供用開始後6か月以内，配管にあっては供用開始後3か月以内に，肉
厚測定を実施して減肉速度を算定しなければならない。
a)同一又は同様の運転環境の設備の肉厚データから算定した減肉速度
b)設備に設置した超音波センサで測定した肉厚データから算定した減肉速度
c)同一又は同様サービスの設備の公表データから推定した減肉速度

変更あり
KHKS 0850-3、
KHKS0851に規定なし

WES 9801
API510 7.1.2項及びAPI ,570 7.3項の規定に基づき、新設または運転環境変更後の減肉速度の算出方法を規定した。

KHKS
KHKS 0850-3、,KHKS 0851には規定なし。

変更なし
KHKS 0851と同じ

WES 9801
API510 7.2項及びAPI ,570 7.2項の規定に基づき、余寿命の算定式を規定した。

KHKS
KHKS 0850-3には規定なし。
KHKS 0851では、3.4.2 c)項に余寿命の算定式の規定あり。

変更あり
KHKS 0851に規定あり

WES 9801
WES 9802 6項に基づき、減肉に対するFFS評価を規定した。なお、FFSの手法としてAPI 579とWES 2820の両方を適用で
きるよう規定した。

KHKS
KHKS0850-3には規定なし。
KHKS 0851では、3.4.3 b)項に附属書5A（PM法）と附属書5B（API法（WES 2820））の2つの手法を規定している。

A.4.4 高圧ガス設備の気密性能
A.4.4.1 気密性能の確認を必要としない高圧ガス設備
次の高圧ガス設備は，気密性能に係る検査は適用しない。
a)二重殻構造の貯槽
b)メンブレン式貯槽

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.4.2 気密試験の方法
JIS Z 2330が規定する漏れ試験方法（発泡漏れ試験，圧力変化による漏れ試験など），ガス漏えい検知器による方法又はガス漏れ検知用赤
外線（OGI）カメラによる方法のうち，設備の状況，検査条件などを考慮した最適な試験方法（必要に応じ，試験方法を組み合わせる。）を採用
し，設備の管理状況によりA.4.4.3又はA.4.4.4の方法で気密試験を1年に1回実施し，当該高圧ガス設備から漏えいがないことを確認する。

変更あり ※A.4.1 ガス設備（高圧ガス設備を除く。）と同じ
確認方法に最新技術として赤外線カメラを追加規定。また、発砲試験をJIS Z 2330が規定する方法とした。

A.4.4.3 高圧ガス設備を開放した場合の気密試験
A.4.4.3.1 一般
高圧ガス設備を開放（分解点検，整備又は清掃などのために行う開放を含む。）した場合，A.4.4.3.2又はA.4.4.3.3による気密試験を実施する。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.4.3.2 従来法による気密試験
設備を窒素又は危険性のない気体で当該高圧ガス設備の常用の圧力以上に昇圧させ気密試験を実施する。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.4.4.3.3 段階法による気密試験
JIS Z 2330が規定する発泡漏れ試験，又はこれと同等以上の検知性能を有する試験方法によって，105 kPa又は高圧ガス設備の常用の圧
力の25 %の小さい方の圧力で気密試験を実施する。その後，実流体を導入し，設備の圧力を運転圧力まで段階的に上昇させながら，各段階
で気密試験を実施する。

変更あり
KHKS0850-3に規定あり

WES 9801
ASME PCC-2 Article 501 6.3項の規定に基づき、低圧での漏れ試験を適用した段階法による気密試験方法を規定した。

KHKS
KHKS0850-3でも従来法が原則とされるが、一部運転状態での高圧ガスを用いることが適当な場合として附属書Eで段階
的な気密試験方法の規定あり。

A.4.4.4 高圧ガス設備を開放しない場合の気密試験
当該高圧ガス設備の運転状態の圧力で，運転状態の高圧ガス又は危険性のない気体を用いて気密試験を実施する。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.5.計装・電気設備 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.6.保安・防災設備 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.7. 導管
A.7.1 コンビナート製造事業所間の導管以外の導管

－ －

A.7.1.1設置場所 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.7.1.2地盤面上・下の導管の設置及び標識 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.7.1.3水中設置 変更なし
KHKS 0850ｰ3を引用

－

A.4.3.8 余寿命の算定
余寿命は，式(A.3)により算定する。
ただし，供用適性評価を適用する場合，将来腐れ代を求めるために想定した期間を余寿命とする。
なお，供用適性評価を適用する場合，WES 9802:2024の箇条6に基づいてWES 2820:2015又はAPI 579-1/ASME FFS-1:2021による。
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特定認定高度保安実施者 保安検査基準　（コンビナート等保安規則関係）の内容 KHKSからの変更有無 設定根拠とKHKSとの相違点

特定認定高度保安実施者 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）とKHKS0850-3 保安検査基準（コンビナート等保安規則関係）および
KHKS0851 高圧ガス設備の供用適性評価に基づく耐圧性能及び強度に係る次回検査時期設定基準の対照表

 A.7.1.4耐圧性能及び強度
 A.7.1.4.1一般

導管の耐圧性能及び強度に係る検査は，A.4.3.1の要件を満たし，耐圧性能及び強度に支障を及ぼす減肉，劣化損傷，その他の異常がない
ことを，外部から，A.7.1.4.2及びA.7.1.4.3によって確認する。
ただし，内部から検査が可能な場合には，A.4.3に準じて確認する。

変更あり ※A.4.3と同じ

A.7.1.4.2 目視検査
導管地上部の目視検査は，次のa)～c)による。
a)高圧ガス設備の外部について，外面腐食，被覆材下の外面腐食の可能性がある耐火材又は断熱材などの外装材の剥がれ，破損などが
ないことを，1年に1回目視により確認する。

変更なし
KHKS 0850-3と同じ

※A.4.3.4.1と同じ

b)配管の支持構造物について，目視検査により，ハンガの割れ又は損傷，スプリングサポートの設定値外れ，サポートシューの脱落，その他
拘束又は周辺障害物との緩衝などがないことを確認する。
c)ダミーサポート，スタンションサポートなどの支持構造物内部に雨水などが浸入する状態になっていないことを確認する。

変更あり ※A.4.3.4.1と同じ

A.7.1.4.3.1 肉厚測定
導管の肉厚測定は，次のa)及びb)による。
a)導管が強度上十分な肉厚を有していることを確認するため，余寿命の半分又は4年の短い方の期間以内に肉厚測定を行う。
ただし，余寿命が4年未満の場合には，次のうち短い方による。
－余寿命と同じ期間
－2年

変更あり ※A.4.3.2と同じ

 b)次の1)及び2)に示す設備については，上記によらず1)及び2)による。
 1)腐食性のない高圧ガスを取り扱う導管については，外部の目視検査で減肉が認められたときに肉厚測定を実施する。ただし，エロージョン

による減肉が発生するおそれがあるものは除く。
 2)電気防食，塗覆などにより防食管理が適切になされている地中に埋設された導管又は水中に設置された導管については，塗覆装の点検

時に実施する肉厚測定で代替してもよい。
注記　腐食性のない高圧ガスを取り扱う導管には，不純物や水分の混入などによる腐食や劣化損傷が生じないように管理されている次のよ
うなものがある。
・液化石油ガス受入基地の低温の液化石油ガス導管
・液化天然ガス受入基地の導管
・腐食性のない不活性ガスの導

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.7.1.4.3.2 肉厚測定以外の非破壊検査
減肉以外の損傷要因のある設備に対しては，A.4.3.3.2に準じて検査を行う。
ただし，次のa)及びb)に示す設備については，a)及びb)による。
a)API RP 571:2020に基づいて評価した劣化損傷が発生するおそれがない導管については，非破壊検査は不要とする。

変更あり ※A.4.3.1 一般 a)と同じ

b)電気防食，塗覆などにより防食管理が適切になされている地中に埋設された導管又は水中に設置された導管については，塗覆装の点検
時に実施する非破壊検査で代替してもよい。

変更なし
KHKS 0850ｰ3と同じ

－

A.7.1.5 気密性能
JIS Z 2330が規定する漏れ試験方法（発泡漏れ試験，圧力変化による漏れ試験など），ガス漏えい検知器による方法又はガス漏れ検知用赤
外線（OGI）カメラによる方法のうち，設備の状況，検査条件などを考慮した最適な試験方法（必要に応じ，試験方法を組み合わせて）により，
当該高圧ガス設備の運転状態の圧力で，運転状態の高圧ガス又は危険性のない気体を用いて気密試験を1年に1回実施し，当該高圧ガス
設備から漏えいがないことを確認する。

変更あり ※※A.4.1と同じ

A.7.1.6 腐食防止措置及び応力吸収措置 変更なし
KHKS0850を引用

－

A.7.1.7温度上昇防止措置 変更なし
KHKS0850を引用

－

A.7.1.8圧力上昇防止措置 変更なし
KHKS0850を引用

－

A.7.1.9水分除去措置 変更なし
KHKS0850を引用

－

A.7.1.10通報措置 変更なし
KHKS0850を引用

－

A.7.2 コンビナート製造事業所間の導管（10条導管） 変更なし
KHKS0850を引用

－

8.その他 変更なし
KHKS0850を引用

－



WES 9801/9802と圧力設備の維持管理に関する規格体系

1

WES 9801

特定認定高度保安実施者による
保安検査基準

従来の保安検査基準

・API 571:2020(損傷要因)
・API 939(高温硫化)
・API 941(水素侵食)
ほか

・API 572(圧力容器検査)
・API 574(配管検査)
・API 583 (CUI)
ほか

・ASME PCC-2:2018(補修)
・WES7700:2019 (溶接補修)
・WES8103(溶接管理技術者)
・ASME PCC1:2019 (フランジ)
・JIS B2251:2008(フランジ)
ほか

・API 579:2021(供用適性評価)

・WES2820:2015(供用適性評価)
・KHKS0861/0862:2018(耐震設計)
ほか

建設時の構造規格等

API 510 圧力容器の検査基準
API 570 配管の検査基準

※下線はWES9801/9801が直接引用する規格

損傷要因規格 検査規格 補修・フランジ規格評価規格

関係法令

(引用)

引用または本文取込み

(引用)

KHKS0850:2017
（保安検査基準）

高圧ガス特定則
JIS B8265
ほか

要件に合致

WES 9802圧力設備の維持管理基準

(※関連する国内基準も引用)

基盤規格

推奨規格

別添１１



WES 9801/9802の趣旨

WES9801特定認定高度保安実施者による保安検査基準

特定認定高度保安実施者（A認定）向け保安検査規格として作成
• KHKS 0850-3をベースに、API（国際的に広く活用されている米国石油協会）規格及び

ASME（米国機械学会）規格の維持管理手法を取り入れる。
• 保安検査の検査項目の中で、圧力設備の検査に係る技術的な検査項目について、その技
術的な根拠、背景、海外規格など民間規格の活用方法に対してWES 9802を適用する。

• 圧力設備の検査に係る技術的な検査項目以外の検査項目については、KHKS 0850-3

を引用して構成する。
WES9802 圧力設備の維持管理基準

API/ASMEの規格群の圧力設備の維持管理方法を、国内の圧力設備にも広く取り入れるられ
るよう体系的に整理した規格

– 石油・化学プロセスの圧力設備の維持管理に関する業界基盤規格であるAPI510, 

API570を骨子として構成し、関連するAPI/ASMEの推奨規格群を引用
– API/ASMEの規格群を国内で適用する場合に、追加及び補足すべき事項、及び適用対
象外とする事項を規定 2



圧力設備の維持管理に関するAPI, ASMEの規格体系

3

ポイント： ①法的要件の中でAPI510, API570などの民間基盤規格を引用
②民間基盤規格には、法的要件を満足するための基本的な技術要件を規定し、
さらに詳細な方法には、膨大な推奨規格(Recommended Practice)群を引用

③ユーザーが基本的要件を遵守しながら、推奨規格を参照・引用することで、
最適な維持管理の方法を検討

強制
(必要条件)

法規/OSHA規則
(性能規定)

CODE
(必須/守る義務)

Recommended 
Practice

(許容性を内在)

Practice
(定性的な知識指針)

メーカー推奨基準

各社社内規定/基準

A
N
S
I
認
定
民
間
規
格
(
A
P
I
)

約
1
0
0
0
頁

任意
(十分条件)

州法による
保安確認要求事項

法的要件
例えば
Cal/Osha Title 8 Regulations 

Division 1. Department of Industrial Relations
Chapter 4. Division of Industrial Safety
Subchapter 15. Petroleum Safety Orders--Refining, 
Transportation and Handling

・API 571:(損傷要因)

・API 939C(高温硫化)

・API 941(水素侵食)
・NACE MR0103(SSC)

・NACE SP0472(アルカリSCC)

ほか

・API 572(圧力容器検査)

・API 574(配管検査)

・API 583 (CUI)

・API 580/581 (RBI)

・API 576 (圧力逃がし装置)

・API 584 (IOW)

ほか

・ASME PCC-2:2018(補修)

・ASME PCC1:2019 (フランジ)

ほか

・API 579 (供用適性評価)

ほか

維持管理規格(基盤)
API 510 圧力容器の検査基準

API 570 配管の検査基準

損傷要因規格 検査規格 補修・フランジ規格評価規格

建設時の構造規格
ASME BPVC

ASME B31

要件に合致

強弱のメリハリ

幅広い知識・情報を包括
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別添１２



令和 6 年 7 月 1 日 

 

日本溶接協会規格 WES 9801「特定認定高度保安実施者による保安検査基準（コンビナー

ト等保安規則関係）」制定案及び WES 9802「圧力設備の維持管理基準」制定案に対する 

パブリックコメント募集の結果について 

 

一般社団法人 日本溶接協会 規格委員会 

 

 (一社)日本溶接協会は，標記 WES 制定案 2 件に対して，ウェブサイト上で広く皆様方

のご意見を募集いたしました。 

その結果，この規格案に対するご意見はございませんでした。 

ご協力いただきました皆様に厚くお礼を申し上げます。今後とも変わらぬご指導のほど，

よろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

お問い合せ先： 

（一社）日本溶接協会 規格委員会 事務局 

・FAX の場合   ：03（5823）5244 

・郵送の場合   ：〒101-0025 東京都千代田区神田佐久間町 4－20 

・電子メールの場合：e-mail：kikaku@jwes.or.jp 

 

なお，電話によるお問い合わせには対応しかねますので，あらかじめご了承願います。 

 

以上 

別添１３



WESパブリックコメント用紙 

 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 

page 1 of 7 
The Japan Welding Engineering Society 

1 全体 書式・様式の修正 ・英語表記の大文字/小文字の修正 

・委員構成表の分科会の前の原案作成委員会を削除 

・略語の追記（以下,協会という。）、（ＷＥＳ）等 

・“）”の全角／半角の修正 

・スペースの修正 

・句点の追加 

・（・・・）は、（・・・。）に修正 

・引用規格番号と規格表題の間に、“,”を追加 

・複数列記の場合の記載方法修正（⇒〇,〇及び〇 が正） 

・ゴシック体⇒明朝体に修正（出典：法第 39条の 13） 

・上付き文字への修正（3.1.13 2000m3） 

・“漏洩”は、“漏えい(洩)”に修正 ⇒全て“漏えい”に修正 

・“付属”は“附属”に修正 

・“及び”“並びに”の使い方 

・英語表記は事務局に再確認し以

下の通り修正した。 

Safety inspection standards by 

Specifically Certified Advanced 

Safety Implementer 

・その他は拝承 

2 目次 記載内容の修正 細目（A.4.1）の削除 

解説を追記 

・原案通りとしたい。 

多くの箇条は箇条ごと KHKSを引用

し、WES規格として具体的に内容

を規定した項目のみ細分箇条があ

る構成になっている。目次はその

規格の構成と記載されている内容

を理解するためのものであり、当

該規格は細目まで記載しないと目

次としてわかりにくいため。 

・解説は拝承 

3 ２ 引用規格 “構成する。” “構成している。”に修正 拝承 

別添１４



WESパブリックコメント用紙 

 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 
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4 ２ 引用規格 引用規格の追加 WES 8103 溶接管理技術者認証基準 

WES 9802:2024 圧力設備の維持管理基準 

JIS B 0190 圧力容器の構造に関する共通用語 

JIS Z 2300 非破壊試験用語  

JIS Z 3001-1 溶接用語－第 1部：一般 

拝承 

5 ２ 引用規格 API 510の表記 年版が 2022と 2020の２通りがあるので要修正 拝承 

和訳版も含め 2022年に統一 

6 ３ 用語の定義 引用規格内で出る用語には細目を

追記 

 拝承 

7 ３ 用語の定義 漏洩の表記 漏洩⇒漏えい（洩）に修正 拝承 

8 ３ 用語の定義 出典でのコンビ則条項の記載方法 コンビ則第 2条第 1項第 22号 等、抜けがあるものは追記 拝承 

9 ３ 用語の定義 3.1.24 ＣＢＭ認定 注釈 1 語尾に“である。”を追記 拝承 

10 ３ 用語の定義 3.2.1 圧力設備 注釈 1 “動機械”は“動機器”に修正 拝承 

11 ３ 用語の定義 3.2.11 分解点検・整備のための

開放時期 

分解点検及び整備のための開放時期 に修正 拝承 



WESパブリックコメント用紙 

 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 
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12 ３ 用語の定義 3.2.15 水素浸食 API RP 571 年版を追記 拝承 

13 ３ 用語の定義 3.2.20 ストレングス溶接 “交換器の伝熱管と管板をつなぐ溶接で，チューブ長手方向の負荷に耐えるよ

う強度設計をされたもの”は、“チューブの負荷に耐えるよう強度設計をされ

た，熱交換器の伝熱管及び管板をつなぐ溶接”に修正 

拝承 

14 ４ 資格 また以降の文章 規格にそぐわない内容のため削除 要求事項として表現を修正した。 

また，この規格では API及び ASME

規格などの海外規格，及び国内規

格などを参考にして制定してお

り，これら規格の活用，及びその

技術的根拠は WES 9802:2024に定

めている。よって，この規格を使

用する者はこれら規格の理解を深

めるため，業界団体などが主催す

る WES 9802:2024に基づいた圧力

設備の維持管理に関する事例の共

有，教育活動，及び技術改善活動

に参加することが望ましいし，こ

れら規格の理解を深めなければな

らない。 

15 附属書 A A.0は削除  拝承 

本文箇条 6に以下補足を追記し

た。 

コンビ則第 5条第 1項の適用を受

ける製造設備の検査項目は，附属

書 Aの A.1～A.6，同第 9条及び第

10条の導管の検査項目は，附属書

Aの A.7，同第 11条第 2項のコン

ビナート製造事業所の検査項目

は，附属書 Aの A.8による。 



WESパブリックコメント用紙 

 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 
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16 附属書 A “KHKS 0850-3:2017Ⅱ“の記載 “KHKS 0850-3:2017のⅠⅠ“に修正 拝承 

17 附属書 A A.4.1 “による方法による。”は“によるいずれかの方法による。”に修正 拝承、ただし以下の文面に修正。 

「．．．ガス漏えい検知器による

方法，又はガス漏れ検知用赤外線

（OGI）カメラのによるいずれか

の方法による。」 

18 附属書 A A.4.3.2 注記 “次に挙げる”は、“次に掲げる”に修正 拝承 

19 附属書 A A.4.3.3.11c)1)  “12年越え”は、“12年超え”に修正 拝承 

20 附属書 A A.4.3.3.11d) “それぞれ A.4.3.7.2，A.4.3.7.3の方法”は、“それぞれ A.4.3.7.2及び

A.4.3.7.3の方法” 

拝承 

21 附属書 A A.4.3.3.3 “よる検査よって”は、“よる検査によって”に修正 拝承 

22 附属書 A A4.3.3.3d) “かつ次の条件”は、“かつ，次の条件”に修正 拝承 

23 附属書 A A.4.3.3.3d)2) “越えている”は、“超えている”に修正 拝承 

24 附属書 A A.4.3.4.1a) “破損など無い“は、“破損などがない”に修正 拝承 
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 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 
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25 附属書 A A.3.3.4.1d)1) ・“製造者”は、“製造業者”に修正 

・規格名称『金属フレキシブルホース基準』は削除 

拝承 

26 附属書 A A.3.3.4.1d)2) ・“充填”は、“充塡”に修正 拝承（法用語） 

27 附属書 A A4.3.4.2 “の規定”は削除 拝承 

28 附属書 A A.4.3.5.1 “内部及び外部のいずれか”の“いずれか”は削除 

⇒注記も同様か要確認 

原案通りとしたい。 

「いずれか」があった方がわかり

やすいため。 

29 附属書 A A.4.3.6.1 表 A.3溶接補修の程

度 

“ろう付け”は、“ろう付”に修正 拝承 

30 附属書 A A.4.3.8 “次式”は、“式(A.3)”に修正 拝承 

31 附属書 A A.4.4.1 “次の高圧ガス設備については“は、“次の高圧ガス設備は”に修正 拝承 

32 附属書 A A.4.4.3.3 “JIS Z 2330が規定するの発泡漏れ試験”の、“の”は削除 拝承 

33 附属書 A A.7.1.4.1 “A.4.3の規定”の“の規定”は削除 拝承 



WESパブリックコメント用紙 

 WES 9801 2024-04-15 住所： 所属：規格委員会 氏名： TEL： 

e-mail： 

 
1 2 3 4 5.※ 

No 頁・箇条・項・図表番号 コメント 訂正案 回答 
  

・上段に、WES番号、ご意見提出年月日、住所、所属（会社名）、氏名、TEL/e-mailアドレスをご記入下さい。太枠 1 ～ 4欄にご記入願います。（※5欄は、原案作成委員会が使用します。） 

・記入例は削除してご利用下さい。 
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34 附属書 A A.7.1.10 “行なうため”は、“行うため”に修正 拝承 

35 附属書 A A.2 以下に修正、“KHKS 0850-3:2017の IIの 7.2（コンビナート製造事業所間の

導管），並びに A.7.1.3，A.7.1.4，A.7.1.5，A.7.1.7，A.7.1.8及び A.7.1.9

による。” 

拝承 

36 参考文献 追記 [1] JIS B 2352 ベローズ形伸縮管継手 

[2] JLPA 209，金属フレキシブルホース基準 

拝承 

37 解説 まえがき ・“本体”は、“この規格”に修正 

・“規定及び記載”は、“規定・記載”に修正 

・“規格”は、“この規格”に修正 

・“この解説は・・・”を追記 

原案通りとしたい 

近年制定した WES 2820で検討した

内容に合わせて記載しているた

め。 

38 解説 1 a) “並びに“は、”及び“に修正 拝承 

39 解説 2 ・部会名・WG名の「」は“に修正 

・“日本溶接協会規格”は削除 

拝承 

40 解説 3 規格の箇条名を示す際の、「」は“に修正等 拝承 

41 解説 4.4 “API,ASME規格”は、“API規格,ASME規格”に修正 拝承 

42 解説 4.7.2  ・“KHKS 0850-3:2017によるが”は、“KHKS 0850-3:2017によるとしたが”

に修正 

・“耐圧性能及び強度”は、“ 耐圧性能，強度”に修正 

・拝承 

・原案通りとしたい。 
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「耐圧性能及び強度」は保安検査

として一つの検査項目であり、分

けてしまうと意味が変わってしま

うため。 

なお、最後の「導管」の前の「及

び」は「並びに」に修正した。 

43 解説 4.7.2a) “気密試験（A.4.1，A.4.4.3，A.7.1.5）＃は、“気密試験（A.4.1，

A.4.4.3，及び A.7.1.5）” 

拝承 

44  4.7.2a)1) “発泡漏れ試験，圧力変化による漏れ試験“は、”発泡漏れ試験及び圧力変化

による漏れ試験“に修正 

拝承 
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1 附属書／A.0 一般(L420-

422) 

 

箇条番号が WES様式に合っていな

い。 

WES様式に合わせるため、「A.0 一般」の表題及び規定文を削除する。 拝承 

2 本文／箇条６（L407-

410） 

附属書／A.0 一般の削除に伴う標

記の見直しが必要になる。 

附属書／A.0 一般の削除の代案として、箇条 6を次のように変更する（赤文字

追加）。 

 

6  技術上の基準条項と対応する検査項目の該当箇所 

コンビ則の技術上の基準条項に対応する検査項目の一覧を表 1に示す。 

コンビ則第 5条第 1項の適用を受ける製造設備の検査項目は，附属書 Aの A.1

～A.6，同第 9条及び 10条の導管の検査項目は，附属書 Aの A.7，同第 11

条第 2項のコンビナート製造事業所の検査項目は，附属書 Aの A.8による。 

拝承 

     

     

     

     

 
 

別添１５
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一般社団法人 日本溶接協会  

圧力設備サステナブル保安部会 規格原案作成委員会規則 

 令和５年１１月１７日制定 

令和６年６月３日改定２ 

 

（目的） 

第１条  規格原案作成委員会（以下、「委員会」という。）は、民間規格等作成機関として、
次条の業務を通じ、「高圧ガス保安法」等の圧力設備に関する技術規格基準類に引
用される民間技術規格基準類を作成することで、持続可能な当該設備の保安及び
公衆の安全並びに操業の一層の国際競争力強化に資することを目的とする。 

 

（委員会の役割） 

第２条  委員会は，前条の目的を達成するため次の各号の業務を行う。 

一 委員会の運営に関する事項の決定 

二 委員会の事業計画の策定及び事業報告 

三 委員会の事業計画に基づく予算策定及び決算報告 

四 既存の国内外技術規格基準(以下、母体規格)を基にした高圧ガス保安法の元で
経済産業大臣に許可された特定認定高度保安実施者用または特定認定事業者
用の保安検査基準（以下、「保安検査基準」という。）及び関連する自主基準類
の策定 

五 保安検査基準及び関連する自主基準類に引用指定される母体規格に対して、
高圧ガス保安法上必要となる追補事項（以下、「母体規格追補事項」という。）
の策定 

六 策定した保安検査基準及び関連する自主基準類に対する解釈・問い合わせへ
の対応 

七 母体規格の改定に合わせた保安検査基準及び母体規格追補事項及び関連する
自主基準類の見直し改定検討 

八 事例共有委員会から提示された提言の保安検査基準及び関連する自主基準類
への反映検討 

九 新規技術規格の策定 

 

（委員の委嘱） 

第３条  委員は、全て部会の議決により決定され、部会長から委嘱される。ただし，委員
の所属組織内における人事異動に伴う委員の補充等の場合はこれを引き継ぐこと
ができる。 

2.  委員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。補充された委員の任期は，
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前任者の任期の残存期間とする。 

3.  委員は委嘱時点で 70歳未満の者とする。 

4.  委員の選定カテゴリについては、表１に定める。 

5.  委員は表１に定めるカテゴリから構成され、各カテゴリに所属する委員数は、
各々のカテゴリにおいて最大でも全委員数の 1/3を超えてはならないものとする。
ただし、本委員会の下に設置されるWGには、この制限を適用しない。 

また、必要に応じて部会顧問を招集することもできる。 

6.  上記に関わらず委員の選任にあたっては、当該カテゴリの専門知識において広
く認められた学識経験者または技術者を第一とし、特定の利害を持つ個人または
集団等が支配的とならないように配慮しなければならない。またいかなる団体へ
の帰属も前提としない。 

 

（委員の辞任等） 

第４条  委員は、任期中に部会長へ自ら辞意を表明し、その職を辞することができる。 

2.  委員会の活動に障害を与えるような行為を行った場合、委員会からの意見を踏
まえ、部会長はその職を解くことができる。 

3.  委員会が前項の意見を部会長に伝えるためには、委員の数の過半数が賛成する
決議を要する。この場合、委員長は必要に応じて書面による採決を行うことができ
る。 

4.  委員、自らが審議対象となる場合には、前項の決議のための採決に加わることは
できない。 

 

（委員の責務） 

第５条  委員は、附属書 1 に定める委員倫理を順守するとともに、第２条の業務を遂行
するため、専門的知識を委員個人として委員会の活動に提供しなければならない。 

 

（委員の代理者） 

第６条  委員は、委員会を欠席する場合、同一業種の者を委員の代理者として指名するこ
とができる。なお、委員の代理者が委員会に出席する場合は、委員長の承認を必要
とする。 

2.  委員会の代理者は、前条の委員の責務を負うことに同意しなければならない。 

 

（アドバイザ(説明者含む)） 

第７条  委員会は、特定の規格の審議を行うに当たり、委員以外の者であっても必要とさ
れる専門知識を有する者をアドバイザとして、召喚することができる。 

2.  委員は、召喚するアドバイザを事務局に提示する。 
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3.  事務局は、委員会開始までに委員長の承認を得る。 

 

（オブザーバ） 

第８条  委員会の規格審議は原則として公開とする。委員以外の者であっても次の条件
を全て満たす限りオブザーバとして審議への参加が認められなければならない。 

2.  日本溶接協会の会員であること。 

3.  現地参加であること。尚、圧力設備サステナブル保安部会の会員はこの限りでは
ない。 

4.  委員会開催の３日前までに事務局に届け出ており、委員会開催までに委員長の
承認を得ていること。尚、事務局はオブザーバ参加を申し出た者に参加可否につい
て事前に連絡し、確認する。 

 

（委員会の委員長及び副委員長）  

第９条  委員会に委員長１名，副委員長１名を置く。委員長及び副委員長の任期は，委員
の任期に従う。また、連続した再選は二期までとする。 

2.  委員長及び副委員長は，委員会の委員の互選により定める。 

3.  委員長は，委員会を代表して会務を総括し，また委員会を招集し，その議長にな
る。 

4.  副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故等あるときは，その職務を代理する。 
5.  委員長は，委員任期終了後も，次の委員長が選出されるまでの間，委員長の職務
を行う。 

6.  委員長及び副委員長は年に一度、各委員の参加状況及び所属カテゴリを確認し
部会に報告するとともに、必要に応じて委員の交代又は追加等を部会に提言する。 

7.  委員長は副委員長および事務局担当と協議し委員会の開催日時および議題を設
定する。 

8.  委員長が議事に対して発言をする場合は、一時的に議長の任を解かれ副委員長
が議事の進行等の職務を行うものとする。副委員長が議事に対して発言をする場
合は、一時的に副委員長の任を解かれ委員長が議事進行などの職務を行うものと
する。 

 

（技術規格基準作成対象と要件）  

第１０条 委員会にて制定する技術規格基準類は、本委員会規則の附属書２に定める技
術規格基準に対し説明責任が果たせると認められる技術基準類とする。 

 

（委員会の議事進行及び議決） 

第１１条 委員会の定足数は過半数の参加とする。 
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2.  下記の議題については全委員の過半数の議決を必要とする。 

これら以外の議題については、参加委員の過半数の賛同を必要とする。 

 手続き、範囲、職務を含めた本委員会の下のWGの形成 

 本委員会の下のWGの解散 

 規格審査の完了（議事録含む） 

3.  各委員の議決権はそれぞれ 1とする。 

 

（委員会の審査手順） 

第１２条 委員会の審議手順は以下の通り。 

（1） 委員会の議事案件は委員会の 15日前までに事務局に提出する。 

（2） 事務局は賛否及びコメント記載用の所定の様式と合わせて委員会の 14 日前まで
に各委員に配布する。 

（3） 各委員は所定の様式に賛否及びコメントの有無を記載して委員会の 7 日前まで
に事務局に提出する。 

（4） 事務局は提出された賛否及びコメントを纏め委員会の 6 日前までに WG に配布
する。 

（5） WGは所定の様式に回答を記載して委員会の３日前までに事務局に提出する。 

（6） 事務局はWGにて作成された回答を委員会の 2日前までに各委員に配布する。 

（7） 上記で収集された賛否及びコメントおよびその回答は委員会にて審議されるも
のとする。WGメンバーは記載した回答の補足説明のため、委員会への参加を可
とする。 

（8） 審議においては、委員長及び副委員長は委員の合意が成立するように議事進行に
努めなければならない。 

（9） 審議は委員のコンセンサスが得られた時点で完了とする。ここにおいてコンセン
サスが得られた状態とは、全ての視点、意見に対しての議論検討が完了し、その
解決のための努力がなされた上で、委員の議決による承認が得られ時点を言う。 
 

（委員会の公開） 

第１３条 委員会は原則公開とする。ただし人事に関する事案等で委員長が議案の内容を
勘案して公開することが妥当でないと判断する場合は、非公開とすることができ
る。 

2. 委員会の開催に関して開催日時及び場所に加え、オブザーバとしての参加申請
の手続き及び連絡先を公衆が容易に知りうる方法で 15 日以上前に公表しなけ
ればならない。 

3. 会議において委員(委員の代理者を含む)以外の者(アドバイザ及びオブザーバ)

から意見を述べたいとの申し出があり、委員長が委員会の運営に支障がないと
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判断した場合は、これを認めることができる。 

 

（議事録等）  

第１４条 委員会は、会議を開催した場合は、次回の会議において議事録を承認しなければ
ならない。 

2.  前項の承認は、第１１条の決議を要する。 

3.  事務局は、委員会が承認した議事録及び該当委員会の資料を公衆が出来るだ
け容易に利用できる形式で公開しなければならない。ただし、委員長の判断に
より公開することが適当でないとされた場合はこの限りではない。 

4. 事務局は、議事録について委員会に出席した委員(委員代理者を含む)全員が書
面で確認・取り纏めることにより、次回の会議に先立ち、前項に準じて議事録
を公開することができる。 

5. 事務局は、委員会での発言を Teams 等にて録音および文字起こしを実施する。
文字起こしについては、精査などは行わず、委員の承認も不要とする。 

6. 事務局は、録音＋文字起こしをすべての委員が確認できるよう、新資料配布シ
ステムに保管する。 

7. 事務局は、議事録（審議に使用した資料含む）および録音＋文字起こしの電子
データを永久保存する。 

 

（事務局業務） 

第１５条  事務局は一般社団法人日本溶接協会のスタッフから選任され、設備技術規格評
価委員会の事務局を兼任することはできない。事務局の職務は次の通りとする。 

① 委員会の名簿の維持 

② 各種事務の遂行、会議案内通知の作成及び会議手配、出欠管理、会議議題、議
事録、投票及び投票記録の管理作成及び配布 

③ 委員会の議事進行が規定に従いコンセンサスを得られて進められているかの
判断確認。 

④ 規格委員会で行うパブリックコメントの対応 

⑤ その他必要な委員会管理関連業務 

 

（パブリックコメント） 

第１６条  本委員会で作成する規格素案のパブリックコメントは、一般社団法人日本溶接
協会 特別委員会に属する規格委員会が行う。なお、パブリックコメントの実施方
法は、日本溶接協会規格作成基準および日本溶接協会規格作成基準の附属書 E に
従う。 
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（規格の改定） 

第１７条  規格原案作成委員会で作成した規格は規格制定から５年以内に改定をされなけ
ればならない。これを超えた場合はその時点で廃止とする。 

 

（規格の問い合わせ等） 

第１８条  規格運用後の解釈対応、委員会審査手続きに対する不服申し立てについては、一
般社団法人日本溶接協会業務部が窓口となる。対応方法は別途定める要領による。 

 

（会計） 

第１９条  会計処理は，一般社団法人日本溶接協会が実施する。 

 

（業務の委託及び受託） 

第２０条  委員会は第１条の目的を達成するため，一般社団法人日本溶接協会が他の関係
機関にその業務の一部を委託，また，他の関係機関からの業務を受託することがで
きる。 

 

（事業年度） 

第２１条  委員会の事業年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日に終了する。 

 

 

（その他規定されていない事項） 

第２２条  この規則の変更又はこの規則に定められていない事項については，本委員会の
議決を経て定める。 

 

附則１（令和５年１１月１７日） 

1. 本規則の改廃は、部会幹事会で調整し部会総会の議決を経て承認される。 

2. 本規約は制定日から発行する。 

3. 委員会の事業年度は，初年度においては委員会発足時より翌年の３月３１日までとす
る。 

4. 委員の任期は，初年度においては委員会発足時より令和６年３月３１日までとする。 
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表１ 委員の選定カテゴリ 

カテゴリ 
表示名 

属性 選定 

AP A認定事業者 ◎ 

AC 学識者 ◎ 

IN 検査会社等 ◎ 

PR 圧力設備設計/製作会社等 ◎ 

EN エンジニアリング会社等 ◎ 

CR 
保険会社、試験/認証会社 
又は第三者安全性審査会社等 

〇 

OT その他 〇 

 

記号： 

◎：任命は必須 

○：任命は任意 
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附属書 1 委員等倫理心得 

 

委員会における規格の審議に関わる全ての者（オブザーバー含む）(以下、委員等という)

は、次の事項を遵守しなければならない。 

 

1. 競争法の遵守 

委員等は、一般社団法人 日本溶接協会 競争コンプライアンス規程を遵守しなけれ
ばならない。 

 

2. 専門性の確保 

委員等は、自己の専門的知識と技術的良心に基づいて規格の制定に貢献するとともに、
専門分野の技術分野の技術力向上に絶えず務めなければならない。 

 

3. 中立性の保持 

1) 委員等は、公共の安全確保を最優先に考えなければならない。 

2) 委員等は、専門家として中立的立場で行動し、関係性の利害関係者の相反の回避に
努めなければならない。 

 

4. 秘密保持義務等 

1) 委員等又は委員等にあった者は、規格の制定に関して知得した、個人情報・企業情
報等の秘密を漏らしたり、盗用したりしてはならない。又、それらの秘密を個人的
な目的のために使用してはならない。 

2) 委員等は、委員会の承認なしに委員会の名称を使い、委員会の意見を公表してはな
らない 

 

5. 品位の保持 

委員等は、強い責任をもって、委員会の名誉を汚す行為を慎まなければならない。 
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附属書 2 審査申請する規格基準類の要件 

 

本委員会規則第５条の一項で定める本委員会で作成する規格基準類は、次の要件基準又
はそれ以上の基準により審査制定されたものでなければならない。 

 

1. 公開性 

当該規格に関連する各分野からの参加と委員への任命条件に何らかの制限がないこと。
即ち、その規格の制定審議をする委員の任命にあたっては、過度な財政的障壁(国内外の
一般的な学協会会合の参加費程度は除く)を設けていないこと、また何らかの組織団体へ
の所属を前提としていないこと。 

 

2. 優越性の排除 

当該の規格に関連する各分野の審議委員が特定の分野に偏っておらず、また特定の利
害を持つ個人または集団等が支配的とならないように配慮した規格制定審議手順が定め
られていること。ここにおいて支配とは、抜きんでた権限、上位の立場としての威力、影
響力を持つ立場、もしくはその行使によって、他の見解に対する公明正大な検討を排除す
ることを意味する。 

 

3. 当該規格の制改定に関与する委員のバランス 

 当該の規格の制改定に関与する委員の分野とは、少なくとも次の三つの分野を指し、特
定の分野の委員が 1/3を超えていないこと。 

1） 生産者（関連する製品の生産者またはサービスの提供者） 

2） 消費者（製品又はサービスのユーザー） 

3） 中立者（一般的な利害関係者） 

 

4. 関連規格との調和 

規格としての体系性が考慮されていること。即ち関連する規格との連続性、連携性、調
和性のあるものであること。 

 

5. ハブリックコメントの実施 

パフリックコメントを実施した規格であること。ここにおいてパブリックコメントと
は、インターネット上のホームぺージ等によりパブリックコメントが広く一般に告知さ
れ、関連する個人または団体が意見を制限なく提出でき、それに対する回答も公示されて
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いる状態を指す。 

 

6. コンセンサスに対するエビデンス 

規格策定プロセスにおいて、コンセンサスが得られた状態となるまでの審議手順につ
いて明確化されており、またその過程が正しく進められたことについて、議事録などでエ
ビデンスが確認できるものであること。 

ここにおいてコンセンサスが得られた状態とは、全ての視点、意見に対しての議論検討
が完了し、その解決のための努力がなされた時点を言う。 

 

7. 不服の申し立て 

 規格の策定プロセスにおいて、倫理に反する行為、作為または不作為等の手続上の問題
に対する異議があった場合は、その異議の申し立てを受け付け、第三者が公正に審議でき
る体制を整えていること。 

 

8. 規格の解釈対応責任 

規格の運用後の解釈問い合わせの方法が明示され、その解釈に対する回答が公開され
ていること。 

 

9. 規格の維持管理責任 

規格の改定見直しが少なくとも 5 年に一度実施され、今後もその改定見直しが継続で
きる体制が確認できること。 

 

 



Subject: 第1回規格原案作成WG打ち合わせメモ
From: <mashiko.toshiaki@eneos.com>

Date: 2024/06/25 9:55

To: <tsuyoshi.ogura.0290@idemitsu.com>, <teppei.suzuki.8490@idemitsu.com>,

<kiyohide̲yoshii@cosmo-oil.co.jp>, <fukuda.takehiko@eneos.com>,

<tatsuaki.hattori.2820@syskk.co.jp>, <yoshi̲ohara̲2799@jcom.zaq.ne.jp>,

<haruki̲suzuki@cosmo-oil.co.jp>, <takahashi.atushi@jgc.com>,

<hiroaki̲sako@jwes.or.jp>

CC: <yoichi.ishizaki.7530@idemitsu.com>, <togashi.kenichi@eneos.com>

規格作成WG各位

いつもお世話になっております。
第1回規格原案作成WGの打ち合わせメモを送付いたします。
よろしくお願いいたします。

1. ⽇時︓2024年6⽉24⽇（⽉）13:30〜16:30

2. 場所︓溶接会館会議室＋Teams

3. 出席者︓出光̲鈴⽊、⼩倉、コスモ̲吉井、鈴⽊、昭四̲服部、事務局̲佐古、ENEOS̲福⽥、増⼦（記）
4. 内容

（１） 第2版スケジュールの共有
・規格原案作成WGキックオフ ︓6⽉
・第2版素案事前提出 ︓9⽉始め
・規格原案作成委員会 ︓第1回̲9/27、第2回̲10/29

・規格委員会提出 ︓11⽉
・規格承認（理事会） ︓2⽉

（２） 第2版に反映する内容の調整
部会意⾒収集結果およびAPI510,570、ASME PCC-2の適⽤除外項目、WGメンバー持ち寄り事項等、
添付リストについて議論し、
以下項目について第2版に反映すべく作業を進めることとした。
詳細は、添付課題リストを参照。

A.4.1 ガス設備の気密構造、A.7.1.5 気密性能
① 段階法の適⽤

A.4.4.2 ⾼圧ガス設備の気密試験の⽅法と同じく、設備を開放した場合と開放しない場合に分け、開放
した場合に段階法を同様に規定する。

WES9801のみの修正で、増⼦が修正案を作成。

A.4.3 ⾼圧ガス設備の耐圧性能及び強度
② 代表検査の考え⽅を導⼊
　　第1版では「6.5.3 同⼀および同様のサービス機器」を適⽤除外としていたが、WES9802に適⽤⽅法の
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解釈を規定した上でWES9801に反映する。
　　但し、各社とも複数台あるエアフィンクーラーで寿命にばらつきがある等の経験を有しており、同項目を適⽤

する場合は注意が必要であることを共有した。
　　次回打ち合わせで同項目の運⽤に関する各社の解釈を持ち寄り議論する。
③ シェル＆チューブ式熱交換器のチューブの非耐圧部材化
　　APIの設計条件から⾼圧ガス事故対象となる項目をのぞき、非耐圧部材として運⽤できる範囲を整理し

WES9802に規定する。
　　先ずは、吉井さん、コスモ̲鈴⽊さんがAPI考え⽅を整理、また、増⼦が同要求事項に対する社内リスクアセ

スメントの対応⽅法を確認して、次回打ち合わせで議論する。
④当て板補修を導⼊
　　KHKS0851に腐れしろとしての当て板補修が規定されており、KHKS0851は保安検査基準として適⽤で

きるため、保安検査基準の複線化としてWES9801に反映可能と整理。
　　先ずは、WES9802に解説または附属書として反映する。PCC-2の内容を確認する
　　出光̲鈴⽊さんがPCC-2の内容を確認し、次回打ち合わせで反映可能か議論する。

A.6.2 安全装置
⑤ 安全弁の整備周期の考え⽅を導⼊
　　APIの考え⽅を整理し、以下2ケースで安全弁の整備周期の延⻑を図る。
　　ケース1︓APIに沿って周期を延⻑
　　ケース2︓APIの考え⽅を整理し、型式に関係なく4年に延⻑
　　先ずは、出光̲鈴⽊さんがAPI576の内容を確認し、次回打ち合わせで反映可能か議論する。

以下項目は第2版には反映しない（反映しない理由）こととした。
・RBI（RP580）の導⼊（技術検討委員会の検討結果を待って議論）
・外部目視検査周期の延⻑（メリットが⼩さい上、APIのCUI検査の考え⽅の導⼊を迫られる可能性があ

る）
・配管のサービスクラス分けによる検査周期のさらなる延⻑（メリットが⼩さい割に、サービスクラス分けに多⼤な

労⼒がかかる）
・FFS導⼊（技術検討委員会の検討結果を待って議論）
・メカニカルクランプ、非⾦属複合ラップ（技術検討委員会の検討結果を待って議論）
・溶接ボックス補修、ホットタップ、ニッピング（⾼圧ガス設備では適⽤しない）
・沈下測定周期延⻑（耐震にかかる基準は⽇本の⽅が厳しいため（念のためAPIの規定は調査する））
・インターロック、静機器以外の職種（回転機、電気、計装）関連項目（現メンバーでは議論ができないた

め、
第3版以降で議論できるよう、部会で対象項目をリストアップしメンバー補充を検討いただくよう幹事会等で

依頼する̲増⼦）

（３） KHKS0850およびKHKS0851との⽐較表
添付の通り⽐較表を整理したため、次回打ち合わせまでに各社で内容に誤りがないか確認する。

（４） 次回会合
７⽉第2週くらいで別途調整
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ENEOS　増⼦

添付ファイル:

20240624̲第2版課題リスト.xlsx 271 KB

20240624̲WES9801とKHKS0851の⽐較.xlsx 185 KB
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一般社団法人 日本溶接協会 圧力設備サステナブル保安部会  

規格原案作成委員会 解釈の問い合わせ対応要領 

 

2024年 1月 10日 

2024年 6月 19日改定 1 

 

1. 適用範囲 

この要領は、一般社団法人 日本溶接協会（以下、協会という）圧力設備サステナ
ブル保安部会 規格原案作成委員会が作成した次の２つの規格に関する解釈の問い合
わせ対応に適用する。 

(1) WES 9801特定認定高度保安実施者による保安検査基準（コンビナート等保安規則
関係） 

(2) WES 9802 圧力設備の維持管理基準 

 

2. 解釈の問い合わせの定義 

供用中の圧力設備に規格を適用するにあたり、規格の使用者が規格の内容について
理解を深めるためのもので、次のようなものが該当する。 

(1) 制定されている規格の根拠 

(2) 使用者の技術的解釈に間違いがないかの確認 

(3) 言葉の言い回しなど、解釈しづらい文章の確認 等 

 

3. 解釈の問い合わせの取扱い 

3.1 取扱い窓口 

圧力設備サステナブル保安部会 事務局とする。 

3.2 解釈の問い合わせの表明 

(1) 解釈の問い合わせをする者（以下、申立者という）は、解釈の問い合わせ書（付
－１）を協会ホームページの圧力設備サステナブル保安部会規格の『規格のお問
い合わせなど』に従い提出するものとする。なお、文書には必要に応じて、解釈
の問い合わせ内容を補足する関連資料を添付する。 

(2) 協会職員は、解釈の問い合わせを妨げてはならない。 

3.3 解釈の問い合わせの受付 

(1) 事務局は、解釈の問い合わせがあった場合はこれを受け付ける。なお、申立者の
誤解に基づく場合があるため、解釈の問い合わせの受付けに当たっては、必要に応
じて確認のための解釈の問い合わせ者にてして質問し詳細説明を要求することがあ
る。この確認の結果、解釈の問い合わせが誤解に基づくものであることが明らかに
なった場合は、4 項以下の処理は不要とする。 
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(2) 文書以外によって問い合わせられた場合や、匿名など申立者が特定できない場合
には、原則として受付けない。 

(3) 事務局は、申立者に当該案件の受領を通知し、申立者から提出された申立書を圧
力設備サステナブル保安部会 部会長に提出する。 

4. 解釈の問い合わせの登録 

(1) 事務局が申請書の内容を確認、受付番号を付与した上で、解釈の問い合わせリス
ト（付－２）に登録する。 

(2) 圧力設備サステナブル保安部会 部会長は、5.項以降の手順により処理する。 

 

5. 解釈の問い合わせの処理 

5.1 解釈の問い合わせに対する対応手順 

対応は規格原案作成委員会（以下、委員会と言う。）で行い、委員会の開催または書面
審議にて、以下の流れで解釈の問い合わせの回答を作成する。 

(1) 部会長は、委員会の委員長と相談し、委員会開催または書面審議を決定し、事務
局に連絡する。 

(2) 事務局は、WG主査に回答案提示可能日を確認する。 

(3) 事務局は、WGでの回答案提示可能日をもとに、委員会開催の場合は開催日時を
調整する。 

(4) 審議の流れは『規格原案作成委員会規則』の第１２条（委員会の審査手順）に従
うが、それぞれの日数については、委員長と相談の上、短縮しても構わない。 

(5) 書面審議の場合は、WGにて作成した回答案に対するコメントが出尽くし・調整
が完了した時点で議決をとる。事務局は各委員からの賛成・反対をまとめるととも
に、それらを記載した書面（メールで可）を修正ができない状態で永久保存する。 

5.2 解釈の問い合わせの回答及び記録 

(1) 事務局は、委員会の決定に基づき、申立者へ審議の予定および解釈の問い合わせ
の回答をそれぞれ決定した時点において書面で回答する。 

(2) 事務局は、解釈の問い合わせリストに記録する。 

 

6. 解釈の問い合わせの公開 

解釈の問い合わせの回答を、協会のホームページにより公開する。 

 

 

雑則 

本要領の改廃は、部会幹事会で調整し部会総会の議決を経て承認される。 

 

以 上 



〔付－１〕 

解釈の問い合わせ書 

 

下記規格について解釈の問い合わせをします。 

記入日： 年 月    日  

申立者：    

勤務先：              

所属部署・役職：                   

連絡先住所：（〒 -  ） 

                                     

Tel.：                   

e-mail：                    

 

問い合わせの内容 

【具体的に示して記述して下さい。欄が不足の場合は、別に資料を添付して下さい。】 

規格名称：                               

 

 

 

 

 

 

 

 

    

一般社団法人日本溶接協会 使用欄 

受付日： 備 考 

受付番号： 

 



〔付－２〕 

解釈の問い合わせリスト 

 

受付番号 受付日 規格名称 
ページ 

項目・表番号 問い合わせの内容 回答内容及び回答日 備 考 

       

       

       

       



 

 



一般社団法人 日本溶接協会 圧力設備サステナブル保安部会  

規格原案作成委員会 不服申立て対応要領 

 

2024年 1月 10日制定 

 

1. 適用範囲 

この要領は、一般社団法人 日本溶接協会（以下、協会という）圧力設備サステ
ナブル保安部会 規格原案作成委員会に関する不服申立てへの対応に適用する。 

 

2. 不服の定義 

本委員会での審議プロセスに対する不服（不公平又は不利な扱いを受けた等の
不満を含む。但し、法令等で定められている事項は対象外） 

 

3. 不服申立ての取扱い 

3.1 取扱い窓口 

圧力設備サステナブル保安部会 事務局とする。 

3.2 不服申立ての表明 

(1) 不服申立てをする者（以下、申立者という）は、不服申立て書（付－１）を取扱い
窓口に提出するものとする。なお、文書には必要に応じて、不服申立て内容を補足
する関連資料を添付する。 

(2) 申立ての表明は、当該の規格原案作成委員会での審議が完了した日以後 30日以内とす
る。 

(3) 協会職員は、不服申立てを妨げてはならない。 

 

3.3 不服申立ての受付 

(1) 事務局は、不服申し立てがあった場合はこれを受け付ける。なお、不服申立ては申
立者の誤解に基づく場合があるため、申立ての受付けに当たっては、必要に応じて
確認のための質問及び説明を行う（付-1 の解説を参照のこと）。この確認及び説明
の結果、申立てが誤解に基づくものであることが明らかになった場合は、4 項以下
の処理は不要とする。 

(2) 文書以外によって申立てられた場合や、匿名など申立者が特定できない場合には、
原則として受付けない。 

(3) 既に不服として審議された結果、申立てが認められなかった案件に対しては、特に
大きな状況の変化がない限り、再度の申立ては受付けない。 

(4) 事務局は、申立者に当該案件の受領を通知し、申立者から提出された申立書を圧力
設備サステナブル保安部会 部会長に提出する。 
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(5) 事務局は、専務理事および事務局長に不服申立ての提出があったこと及び５.項以降
の手順により処理することを報告する。 

 

4. 不服申立ての登録 

(1) 事務局が不服申立て書の内容を確認、受付番号を付与した上で、不服申立てリスト
（付－２）に登録する。 

(2) 圧力設備サステナブル保安部会 部会長は、5.項以降の手順により処理する。 

 

5. 不服申立審議委員会（以下、審議委員会という）の準備 

5.1 圧力設備サステナブル保安部会 部会長は、圧力設備サステナブル保安部会事務局を
審議委員会の事務局として指名し、審議委員会の準備（構成と日程の調整等）を行
う。 

5.2 審議委員会の構成 

(1) 圧力設備サステナブル保安部会 部会長は、外部委員として弁護士を審議委員に指
名する。 

(2) 圧力設備サステナブル保安部会 部会長は、圧力設備サステナブル部会から審議委
員会委員長及び審議委員 1名を指名する。 

(3) 指名される委員長及び委員は、次の条件に該当するものとする。 

申立てのあった認証の 

(a) 規格の審議に直接関与していないこと 

(b) 申立者を個人的に知っている、又は、申立者の勤務先と利害関係がある等によっ
て不偏性が疑問視されたり、申立者から異議又は忌避を申し立てられるような
関係にないこと 

(c) 委員会に出席可能なこと（代理出席及び委任状出席は不可） 

5.3 委員会構成の通知 

(1) 審議委員会事務局は、申立者へ委員会構成（委員長及び 2 名の委員の氏名）を書
面で通知する。この通知書には、申立者が委員会構成に異議又は忌避を申し立てる
場合、通知書の日付から 15 日以内に、委員会構成の不偏性を疑う合理的な理由を
示さなければならないこと、及び 1 件の異議申立てにつき 1 回までに制限するこ
との記述を含むものとする。 

(2) 委員会構成に対し異議又は忌避の申立てがあった場合、その審議結果（却下、委員
変更等）を申立者へ通知する。 

 

6. 不服申立ての処理 

6.1 審議委員会の開催 

(1) 審議委員会は、委員会構成確定後 30 日以内に開催し、審議開始後 3か月以内に



結論を出すものとする。審議委員会は会議を開催することを原則とするが、申し立
ての内容、緊急性等を考慮し、審議委員会委員長の判断により、書面審査とするこ
とができるものとする。 

(2) 当該の事務局は、当該不服の関連文書・記録を収集、調査し、審議委員会資料とし
て提出する。なお、審議委員会から要請があった場合は、事情聴取の手配等を行
う。 

(3) 審議委員会は、提出された関連文書・記録を確認し、不服の内容を検討する。必要
な場合、関係者(申立者含む)の出席を求め、事情を聴取する。 

(4) 審議委員会は、検討結果に基づき不服の処理を決定する。 

(5) 事務局は、審議委員会で決定された処理を含む委員会議事録を作成し、当該の認証
委員会へ写しを送付する。 

(6) 規格原案作成委員会は、審議委員会より指示された対策を検討し、実施する。 

6.2 苦情処理の回答及び記録 

（1） 事務局は、審議委員会の決定に基づき、申立者へ書面で回答する。 

（2） 審議委員会委員長は、規格原案作成委員会において苦情処理を報告し、確認を得
る。 

（3） 事務局長は、苦情処理を苦情登録リストに記録する。 

 

7. 有効性の評価 

事務局長及び専務理事は、マネジメントレビューにおいて、実施した処置及び対策
の有効性を評価する。 

 

雑則 

本要領の改廃は、部会幹事会で調整し部会総会の議決を経て承認される。 

 

以 上 



〔付－１〕 

不服申立て書 

 

下記規格について不服申立てをします。 

 

記入日： 年 月    日  

申立者：  ㊞  

連絡先住所：（〒 -  ） 

                                     

Tel.：                  Fax.：                 

e-mail：                    

 

不服の内容 

【具体的に示して記述して下さい。欄が不足の場合は、別に資料を添付して下さい。】 

不服のあった場面：                           

 

 

 

 

 

 

 

 

    

一般社団法人日本溶接協会 使用欄 

受付日： 備 考 

受付番号： 

 



〔付－２〕 

不服申立てリスト 

 

受付番号 受付日 規格名称 
不服とする事象のあっ
た会合及び日時 不服の内容 処置内容及び回答日 備 考 

       

       

       

       



 

 



別添２０



































































別添２１


































































































